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はじめに 

  地下埋設管路の耐震安全性を確保するためには，現行の地下構造物の耐震設計に供用

されている入力地震動に対する耐震性は最低限担保しつつ，今後高い確率で起こるであろ

う南海トラフの巨大地震等の長周期・長継続時間地震動への対応や，首都直下地震や日本

のどこでも起こりうると考えるべき都市直下の地震等の大振幅の揺れや地盤の大ひずみへ

の対応，地下管路を横断する断層や直下の断層による撓曲の影響への対応等，様々な重要

な課題をひとつづつ解決していかなければならない． 

地震動の揺れや液状化等の地盤変状によって地中管路に甚大な被害を与えた地震は 1995

年兵庫県南部地震以降の地震だけでも，2004 年新潟県中越地震，2007 年新潟県中越沖地震，

2011 年東北地方太平洋沖地震，2016 年熊本地震等が挙げられ，また被害規模は小さいもの

の 2014 年長野県神城断層地震では断層変位による地中管路被害も発生している． 

日本における地中管路の設計手法基準では，断層変位を受ける地中管路について，対策

の必要性は挙げられているが，設計手法および対策工法が確立されていないため，断層変

位の予測や対策工法の選定などすべて個別設計の段階に留まっているのが現状である． 

ここではこのような背景に鑑み，2018 年 4 月～2020 年 3 月までの 2 年間の予定で，土木

学会地震工学委員会の中に『断層変位を受ける地中管路の設計手法に関する研究小委員会』

を立ち上げた． 

本研究小委員会では，断層変位を受ける地中管路の耐震に関わる性能を評価・照査する

ために必要とされる工学的な研究課題について，共同研究および技術情報の交流を図り，

地中管路の変形性能を踏まえた断層対策の考案および設計手法の構築を目的としている． 

そのため，断層変位を受ける地中管路の設計手法の確立を念頭に，以下の３つのワーキ

ンググループを立ち上げ，活動を行っている． 

①WG1：断層近傍の断層変位を含む地震動の推定 

②WG2：断層変位を受ける地中管路の設計手法 

・断層変位予測式の設定 

・断層の対策（影響）範囲の設定 

・断層変位を受ける地中管路の設計手法および評価方法の確立 

③WG3：断層変位を受ける地中管路の対策方法および維持管理方法 

・断層対策工法の考案および選定 

・維持管理方法の提案 

本報告は，本年 1 月に行われた第 9 回「インフラ・ライフライン減災対策シンポジウム」

における断層変位に関する小委員会関連セッションでの成果発表を含む形で，これまでの

小委員会での議論を基に中間とりまとめを行ったものである． 

2019 年 8 月 
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1. 断層変位を受ける地中管路の設計手法の提案 

 

1.1 はじめに 

本章では断層変位に対する地中管路の設計に対する基本的な考え方を示し，具体的な手

順について示す．また，可撓性・伸縮性を有する継手や曲げ変形性能に優れた管を用いた

対策がすでに実用化されており，具体的な設計方法についても紹介する． 

断層変位に対する地中管路の設計では，対象とする断層が活動した際に管路周辺で発生

する地盤変形を想定し，その地盤変形に対する管路の応答を評価する必要がある．断層変

位に伴い管路周辺の地盤が受ける変形は，断層が活動したときの食い違い発生量を設定し

た上で，管路周辺の周辺地盤の変形を設定することで評価される．原子力施設を除く一般

のライフライン施設では，地表付近の比較的軟弱な地盤中に管路が設置されることも多い

ため，軟弱な地盤における断層変位の伝播について評価する必要がある． 

地盤変形に対する管路の応答は，地盤との相互作用の結果として生じるため，管路と地

盤を一体化した解析を行うことになる．従来の耐震設計では，管路と地盤の相互作用は，

地盤ばねを用いることで取り扱われてきた．断層変位を受ける管路に対しても，地盤ばね

を用いた解析法は適用可能であると考えられるが，地盤ばねの設定法については不明な点

が残されている．すなわち，従来の耐震設計で想定するよりも大きな管路と地盤の間の相

対変位を考慮する必要があるため，地表面あるいは基礎地盤の存在や管と地盤の間に生じ

る空隙の影響にも配慮が必要となる可能性がある．また，管路の変形も大きくなるため，

管体に生じる曲げモーメントと軸力の連成効果についても無視できない．さらに，断層と

管の交差角によって管に生じる軸力の向きが変わる点にも注意が必要である． 

これまで，断層変位への対策として，可撓性・伸縮性に優れた継ぎ手や，曲げ変形性能

に優れた管を用いることが実用化されている．これらの対策法に対しては，具体的な断層

変位が与えられた場合に具体的な設計が可能となっている．これらの設計法について，そ

の概要を紹介する． なお，以下に示す内容については，研究・開発途中の技術が多々含ま

れているため，技術的な制約もある，これらの制約について，今後の課題を含めて可能な

限り明らかにしておく 
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1.2 地中管路の各種設計指針における断層変位の扱いについて 

各種基準における断層変位の設計上の扱いについて，以下の設計基準について断層変位

の扱いを整理した． 

①地下構造物の耐震性能照査と地震対策ガイドライン（案），平成 23 年 9 月，土木学会 1)
 

②下水道施設の耐震対策指針と解説－2014 年版－，日本下水道協会 2)
 

③水道施設耐震工法指針・解説－2009 年版－，日本水道協会 3)
 

④道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編，平成 29 年 10 月，日本道路協会 4)
 

⑤鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計，平成 24 年 9 月，鉄道総合技術研究所 5)
 

⑥Seismic Guidelines for Water Pipelines（American Lifelines Alliance-ALA，March 2005
6） 

 

①「地下構造物の耐震性能照査と地震対策ガイドライン（案）」は，活断層調査などによ

り地表地震断層の存在が想定され，それを横断して構造物を建設せざるを得ない場合は，

その規模に応じて影響変位量を吸収する構造あるいは追従する構造により対処することと

している．ただし，影響変位量が大きく，そのままの構造では対処が困難な場合は，構造

物の位置やルートの見直しにより地震断層を避けるとしている． 

②「下水道施設の耐震対策指針と解説」は，断層変位を「吸収する」，「追従する」こと

は困難であることから，「避ける」ことを基本とし，やむを得ず位置やルート変更ができな

い場合は震後において構造物の機能を代替するシステムや復旧方策などを検討しておく必

要があるとしており，積極的な構造的対処は想定していないようである． 

③「水道施設耐震工法指針・解説」は，水道施設の建設地点の選定において活断層を避

けて選定することを基本としているが，管路等の線状構造物は活断層を横断して布設する

ことがあるため，想定される断層変位に対応可能な変形性能の確保やバックアップルート

の確保等の対策を講じるとしている．そして，想定される断層変位に対応可能な変形性能

を埋設管路に確保される事例や断層変位の算定方法を紹介しており，具体的に構造的な対

処を想定しているようである． 

④「道路橋示方書・同解説」は，断層変位の影響を受けないような架橋位置や橋梁形式

を選定することを標準とし，やむを得ず影響を受ける場合は少なくとも致命的な被害が生

じにくくなるような構造とするとしている．橋梁構造物は数 m におよぶ断層変位を受けた

場合は落橋という致命的な被災が想定されることや，断層変位に対する設計手法が確立さ

れていないことが構造的な対策を困難としている要因であると考えられる． 

⑤「鉄道構造物等設計標準・同解説」は，断層変位についてはその影響を受けないよう

に路線計画をするのがよいとしている．しかし，やむを得ず活断層と交差させる場合は断

層方向とできるだけ直交させたり，橋梁の場合は落橋防止対策の強化や山岳トンネルの場

合はインバート設置等の対策があげられている．なお，断層の位置は「線」として明確に

取り扱うことが難しいことから，対策を要する区間は一般には数 m～数十 m の幅を有する

「帯」として取り扱わざるを得ないことに言及している． 
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⑥「Seismic Guidelines for Water Pipelines」では，断層横断箇所での設計方法について記述

されているが，断層を避けるもしくは影響を少なくするといった記述はない．設計手法と

しては数値解析の実施を基本としており，入力値の算出方法が詳細に記述されている． 

 

上述のように，数 m に及ぶ断層変位に対しては各基準とも影響を受けないように「避け

る」ことを基本としている．埋設管路については，下水道はやむを得ず避けることができ

ない場合は震後において構造物の機能を代替するシステムや復旧方策を検討するとしてい

るのに対して，上水道は想定される断層変位に対応可能な変形性能の確保やバックアップ

ルートの確保等の積極的な対処に言及しているのが特徴的ある． 

 

1.3 断層変位 

1.3.1 断層変位の予測式 

 埋設管路に作用する断層変位量の予測式の候補として，日本内陸の断層に対して歴史地

震の資料より定められた松田（1975）による式（松田式）と，食い違い弾性論に基づく Okada

（1985）の式（Okada 式）があげられる．これらの 2 つの式の意味を概説するとともに，適

用性について考察することとする． 

 

(1) 松田式による断層変位量の推定 

松田（1975）の論文では，1) 断層系のディメンジョン L，2) 第四紀後期における断層の

平均変位速度 S ，3) 断層運動におけるその断層またはその部分区間での単位変位量 0D の諸

量と，地震の規模・発生周期との関係を主に以下のように考察している． 

「断層（または断層系）のディメンジョンを断層線（またはその集合体）の長さ L  [km]

で」あらわした場合に，「Lとそれに対応する地震のマグニチュードM との関係として，歴

史地震の地震断層の長さとマグニチュードの」データに基づき，図 1.3.1 左図と次式を得る． 

 

 log 0.6 2.9L M   (1.3.1) 

 

 図中の○印が地表にあらわれた断層線の長さのデータであり，9 地震 9 データである．こ

れより，日本内陸の活断層を対象とした場合，マグニチュードM から断層線の長さL  [km]

を推定することができる． 
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図 1-3-1 地震のマグニチュードM と断層線の長さ L  [km]並びに断層変位量 D  [m]の関係

（松田（1975）
7）の Fig.1.） 

 

 次に，断層の平均変位速度S とその断層の地震発生周期R との間には，Dを 1 回の地震に

伴う断層変位量，C を平時のクリープ性断層変位速度とすれば，次のような関係がある

（Wallace（1970））． 

 

 
D

R
S C




 (1.3.2a) 

 

上式において，日本内陸の場合は 0C  と考えることができて， 

 

 
D

R
S

  (1.3.2b) 

 

となる．また，Dと地震の規模M の関係は，歴史地震の資料によると，図 1.3.1 右図と次式

のようになる． 

 

 log 0.6 4.0D M   (1.3.3) 

 

これより，色々な平均変位速度 S の断層に対して，その R とM の関係を求めると次式の

ようになる． 

 

 log 0.6 4.0 logR M S    (1.3.4) 

 

式(1.3.1)から式(1.3.4)の適用に当たって基本となる考え方は，「1 回の地震時の断層変位量

や地震の規模は一般に断層ごとにことなっているものの，1 つの断層あるいはその部分区間

を指定すれば，そこから発生する地震の規模もその時の変位量も最近地質時代を通じてほ
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ぼ一定」と見なせるというものである．「すなわち断層（またはその特定の部分区間）ごと

に発生する地震の規模と地震変位量に固有値があると考える．そのように考えた時の地震

規模をその断層（または部分区間）の固有地震規模 0M ，1 回の地震変位量を単位変位量 0D

とよぶ．このように，その断層系またはその部分区間から，歴史地震が発生している場合

には，そのマグニチュードM とその時の断層変位量Dをそれぞれその断層の固有地震規模

0M と単位変位量 0D とみなすことができ，M かD の一方が知られている場合には，上式に

よって他方が求められる」と考えることができる． 

図 1.3.1 右図のデータのプロットによれば，式(1.3.3)による断層変位量は限られたデータ

に基づく平均的な値とみなされるので，対象とする埋設管路設計において第 1 義的な参照

値としては活用することができると考えられる． 

 

(2) 食い違い弾性論に基づく地表断層変位の推定 

Okada（1985）の論文
8)
では，断層のすべり量及び開口量が点震源（図 1-3-2）及び矩形震

源の形式で 3 次元的に与えられた場合の半無限媒質中の自由表面の変位，ひずみ，及び，

傾斜角の解析解が示されている． 

 

図 1-3-2 点震源の場合のモデル 

 

これらの中でも，特に横ずれ断層並びに縦ずれ断層の場合の地表面での変位量は，

𝑥, 𝑦, 𝑧:計算対象位置の座標，𝑑:点震源の深さ，𝑈1, 𝑈2:点震源のすべり量，𝛿:断層面の傾斜角

，ΔΣ:断層表面要素とすると，次式のように求められる． 

 

 For strike-slip 

{
 
 

 
 𝑢𝑥

0 = −
𝑈1

2𝜋
[
3𝑥2𝑞

𝑅5
+ 𝐼1

0 sin 𝛿]∆Σ

𝑢𝑦
0 = −

𝑈1

2𝜋
[
3𝑥𝑦𝑞

𝑅5
+ 𝐼2

0 sin𝛿] ∆Σ

𝑢𝑧
0 = −

𝑈1

2𝜋
[
3𝑥𝑑𝑞

𝑅5
+ 𝐼4

0 sin 𝛿]∆Σ

 (1.3.5a) 

点震源 
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 For dip-slip 

{
 
 

 
 𝑢𝑥

0 = −
𝑈2

2𝜋
[
3𝑥𝑝𝑞

𝑅5
− 𝐼3

0 sin 𝛿 cos 𝛿] ∆Σ

𝑢𝑦
0 = −

𝑈2

2𝜋
[
3𝑦𝑝𝑞

𝑅5
− 𝐼1

0 sin𝛿 cos 𝛿]∆Σ

𝑢𝑧
0 = −

𝑈2

2𝜋
[
3𝑑𝑝𝑞

𝑅5
− 𝐼5

0 sin 𝛿 cos 𝛿]∆Σ

 (1.3.5b) 

 

なお，𝑝, 𝑞, 𝑅は次式より求められる幾何学的諸量である． 

 

 𝑝 = 𝑦 cos 𝛿 + 𝑑 sin 𝛿 (1.3.6a) 

 𝑞 = 𝑦 sin 𝛿 − 𝑑 cos 𝛿 (1.3.6b) 

 𝑅2 = 𝑥2 + 𝑦2 + 𝑑2 = 𝑥2+𝑝2 + 𝑞2 (1.3.6c) 

 

また，式(1.3.5)における𝐼1
0~𝐼5

0は，𝜇, 𝜆:ラメ定数を用いて，次式により表わされる． 

 

 𝐼1
0 =

𝜇

𝜆+𝜇
𝑦 [

1

𝑅(𝑅+𝑑)2
− 𝑥2

3𝑅+𝑑

𝑅3(𝑅+𝑑)3
] (1.3.7a) 

 𝐼2
0 =

𝜇

𝜆+𝜇
𝑥 [

1

𝑅(𝑅+𝑑)2
− 𝑦2

3𝑅+𝑑

𝑅3(𝑅+𝑑)3
] (1.3.7b) 

 𝐼3
0 =

𝜇

𝜆+𝜇
𝑦 [

𝑥

𝑅3
] − 𝐼2

0 (1.3.7c) 

 𝐼4
0 =

𝜇

𝜆+𝜇
𝑦 [−𝑥𝑦

2𝑅+𝑑

𝑅3(𝑅+𝑑)2
] (1.3.7d) 

 𝐼5
0 =

𝜇

𝜆+𝜇
𝑦 [

1

𝑅(𝑅+𝑑)
− 𝑥2

2𝑅+𝑑

𝑅3(𝑅+𝑑)2
] (1.3.7e) 

 

 以上より，埋設管路が敷設されている対象地域において，点震源（図 1.3.2）及び矩形震

源のモデルのすべり量及び開口量が想定されている場合には，これらの式を適用すること

によって地表面の断層変位量を想定することが可能となる． 

ここでは，2016 年熊本地震を対象とした Asano and Iwata (2016)
9)
の震源モデルを適用し，

表 1-3-1 のパラメータ設定のもと Okada 式で地表面の断層変位量である南北方向変位 Un，

東西方向変位 Ue，及び，鉛直方向変位 Uz の 3 方向の変位を算出した．算定結果を図 1-3-3

に示す．  
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表 1-3-1 Okada 式の適用に当たってのパラメータ設定

 

 

 

 (a) Un   (b) Ue 

 

(c) Uz 

図 1-3-3 Okada 式による地表面の断層変位量の算定事例（Asano and Iwata (2016)の震源モデル） 

 

 

 

 

布田川断層(#2) 日奈久断層(#1)

9×14 9×7

走向 235 205

傾斜 65 72

すべり角

P波

S波
P波，S波速度[km/s]

4)
5.8

3.4

メッシュサイズ[m] 50

Asano & Iwata

断層の数
189

計算格子数 1040×800

断層の幅，長さ[km] 2×2

断層パラメータ[°]

177~263

上端深さ[km] 1.988~17.205
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このように，Okada 式で得られた埋設管路位置での地盤変形量を埋設管路モデルの境界に

強制変位として作用させることで，分析対象とする埋設管路の断層変位による影響評価を

行なうことが可能となる．しかし，Okada 式は，震源位置でのすべり量及び開口量に基づく

半無限弾性体の自由表面における変位を算定するものであり，断層すべりが地表面まで及

んだ場合のような弾塑性変形をそもそも考慮したものではない．すなわち，特に，不連続

面となる断層面近傍においては，塑性変形の分だけ変位量を過少評価したものになってい

る．よって，このような式を適用するに当たっての限界を適切に認識した上で，Okada 式を

適用する必要がある． 

 

(3) 文献調査：高性能数値解析手法の適用に基づく地表断層変位の推定 

 羽場ら（2017）
12)
は，主断層及び副断層の変位評価を目的とした 3 次元非線形有限要素法

に基づく高性能数値解析手法を開発している．上述した食い違い弾性論により得られた変

位場を分析対象とする構造物モデルの境界に強制変位として作用させる解析方法が汎用的

であろうが，本来，不連続となる断層面を挟む 2 つの節点に同じ変位を与えることになり，

この境界におけるずれ変位の入力方法の提案がなされている．重要構造物に接続する管路

や重要構造物周辺部の管路に対しては，このような高性能数値解析手法の実装が今後益々

求められてくるものと考えられる． 
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1.3.2 断層変位の分布 

(1) 地表に出現する断層線のばらつき 

内陸型地震では，地震の規模や地盤条件などにより，地表面に地表地震断層が現れるこ

とがある．また，活断層地図では，空中写真や文献調査をもとに，想定される断層線が表

記されており，地震発生前後での想定および実際に地表面に現れた断層線を比較すること

ができる．．  

本項では，この活断層地図をもとに，もともと想定されていた断層線から，実際に地表

に出現した断層線との位置関係を整理り，想定されていた断層線に対して実際の地震では，

断層線がどの程度の幅（誤差）を持って出現するかをまとめる． 

 

1）活断層地図 

現在，日本で使われている活断層地図は，主に活断層図（国土地理院）13)，活断層データ

ベース（産総研）14)，活断層詳細デジタルマップ（東京大学出版会）15)などがある．これら

の活断層地図は，インターネットから入手できるもの，市販されているものがあるが，ど

の地図からも，日本全国の想定される断層線の情報を容易に知ることができる． 

 今回の想定される断層線は，活断層デジタル詳細マップを用いて，実際に地震によって

出現した断層線との比較を行う． 

 

2）対象とする断層 

今回対象とする断層は，表 1-3-2 に示すように，1995 年の兵庫県南部地震以降に起きた地

震で，地表に地表地震断層が現れた断層についてまとめる． 

表 1-3-2 対象地表地震断層 

発生年月日 地震名 規模 主な地表地震断層 

1995年 1月 17日 兵庫県南部地震 Ｍｊ7.3 野島断層 

1998年 9月 3日 岩手県内陸北部の地震 Ｍｊ6.2 篠崎地震断層 

2004年 10月 23日 新潟県中越地震 Ｍｊ6.8 小平尾断層 

2011年 4月 11日 
福島県浜通りの地震 

（東日本大震災余震） 
Ｍｊ7.0 

湯ノ岳断層 

井戸沢断層 

2014年 11月 22日 長野県北部地震 Ｍｊ6.7 神城断層 

2016年 4月 16日 熊本地震 Ｍｊ7.3 布田川断層 
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3）地震前後の断層線の離隔測定 

対象とする断層について，活断層詳細デジタルマップを元に，想定されていた断層線お

よび実際に出現した断層線との離隔を計測し，整理を行った．断層線間の離隔の計測は図

1-3-4 が示すように，想定されていた断層線から，実際に出現した断層線の距離を 50m 間隔

で実施し度数分布表により，想定および実際の断層線がどの程度の誤差で出現しているか

の評価を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※活断層デジタル詳細マップ（2018）より引用 

  図 1-3-4 想定および実際の断層線（井戸沢断層，湯ノ岳断層） 

 

 

 

想定断層線 

実際の断層線 

50m 間隔で離隔を計測 
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4）度数分布 

想定および実際の断層線を，図 1-3-5～図 1-3-11 に示すように，断層別に度数分布グラフ

表した．また，全断層をまとめたグラフを図 1-3-12 に示す． 

 

図 1-3-5 断層線の比較（野島断層） 

 

図 1-3-6 断層線の比較（篠崎断層） 

 

図 1-3-7 断層線の比較（小平尾断層）
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図 1-3-8 断層線の比較（井戸沢断層） 

 

図 1-3-9 断層線の比較（湯ノ岳断層） 

 

図 1-3-10 断層線の比較（神城断層） 

 

図 1-3-11 断層線の比較（布田川断層） 
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図 1-3-12 断層線の比較（全断層） 

 

5）まとめ 

断層出現位置のばらつきでは，実際に地表に出現した断層線の位置は，想定していた断

層線に対してある程度の幅を持って地表面に出現していることが分かる．この出現幅では，

数 100m も離れて出現しているものもあるものの，全 644 箇所のデータ中，約 72％（461 箇

所）が，100m 以内に分布しており，管路の設計等で活断層地図を利用する場合には，100m

程度のばらつきを考慮する必要がある． 

 

(2) 模型実験による地表地震断層の分布 

地中深部の断層線のおおよその位置が分かっても，水道管路が布設されている地表付近

にどのように現れるか，また，断層線から離れていても地表付近で接近してしまうことも

考えられるため，基本的な挙動を把握しておくことが重要である． 

そこで，「断層変位評価小委員会 研究報告書 2015年7月 土木学会原子力土木委員会」
16)の模型実験に関する報告から，地表断層に関する知見を調べた． 

 

模型実験は，大きく「重力場での模型実験」と「遠心力模型実験」とに分かれる．後者

の「遠心力模型実験」は，地中深部の地中応力が再現できるため，砂質系地盤の実際に近

い挙動を再現できるメリットがあるが，「重力場で行う模型実験」に比べて，載荷装置が大

型でかつ模型が小型になってしまうデメリットがある．ここでは，比較的豊富に研究事例

が見られる「重力場での模型実験」を中心に調べた． 
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1) 重力場での断層ずれ模型実験の特徴 

①模型実験の対象範囲 

検討の対象は，ほとんどが表層地盤（土質地盤）の変形性状（主にせん断帯の発達）で

あり，断層位置の岩やその上部の軟岩まで対象としたものは極わずかである． 

②模型の規模と地盤材料 

模型地盤の最大厚さは2.0m程度であり，地中応力のレベルは小さい．そのため，低拘束

圧下の力学特性に基づいて実験結果を解釈すれば定量的な評価も可能と考え，特性の明確

な乾燥砂を用いた研究が多い． 

一方，二次元DEM 解析の検証のためにアルミ棒を用いた鬼塚らの実験も多数ある．この

ような地盤模型は，相似性の観点から実地盤との対応は不明瞭で，実験結果の解釈は定性

的なものになると言われる． 

③模型地盤の形状と変位の与え方 

模型の形状は，底面も地表面も水平で，地盤は均質・一様な一層モデルである．底盤の

断層変位を与えて，表層地盤の中を地表面に向かって発達するせん断帯の形状と地表面ず

れの位置や，その周囲の撓曲の状況等を調べている． 

④断層の種類 

断層の種類は，多くが「縦ずれ断層」が対象で，「横ずれ断層」の研究事例は少ない． 

「縦ずれ断層」については，底盤の断層の角度と地盤内に発生するせん断帯の形状・位

置や発達過程の関係が詳細に調べられている．ほとんどの実験では，矩形の土槽の二分割

した底盤の片方を準静的に断層面に沿ってスライドさせ，アクリルないしガラスで製作し

た側面を通して地盤内部に発達するせん断帯の性状や地盤内部のひずみ分布を観察・計測

している．やや特殊なものとしては，「落し戸方式（鉛直断層）」を採用して動的な影響を

調べたものや，土槽底面の土圧計で応力分布を比較したものがある． 

「横ずれ（斜めずれ）断層」の実験は，地盤に発達する3次元の変形性状が複雑で，観察

も困難なため，事例が少ない．小山・谷らは層厚0.4m までの実験を行って地表面に発達す

る網目状のせん断帯を調べている． 

 

2) 断層が地表の現れる範囲に関する知見 

 水道幹線等の設計において特に重要な，地表に現れる断層の範囲については，重力場で

の砂質土地盤の模型実験から，次のような知見が得られている． 
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①縦ずれ断層の場合 

「縦ずれ断層」については，

大規模な実験が精度と信頼

性が高いと評価され，そのよ

うな実験を行った電中研の

実験結果17)より，そこから次

の知見が得られる． 

せん断層地表到達位置W

と豊浦標準砂の層厚Hの比

W/Hのせん断型・断層傾斜

角・層厚による変化が，図

1-3-13のように示されてい

る． 

これによると，断層の地表

到達位置Wと層厚Hの比は，

層厚に依存せず，逆断層の場

合は傾斜角に依存し，30°の

場合W/H＝2（断層直上から

地盤厚の2倍の離れ）程度の

地表に現れ，60°の場合W/H

＝1（断層直上から地盤厚の

離れ）程度である．また正断

層の場合は角度によらず，ほ

ぼゼロ（断層直上）に現れる． 

 

②横ずれ断層の場合 

「横ずれ断層」については，数が少ないが，影響が大きく現れると言われる土槽厚の厚

さを変えて行っている実験結果18）より，そこから次の知見が得られる． 

横ずれ断層のずれに伴って地表に現れる「リーデルせん断帯」の伸びる範囲DRの地盤厚

Hによる変化が，図1-3-14のようにまとめられている．30～400mmの地盤厚では，せん断帯

の範囲DRは地盤厚さの1～2倍の範囲にある．地盤厚Hは薄いと広め，地盤厚が厚いと地盤

厚に近づく． 

また，せん断帯の幅は，地盤材料の粒度に依存するが，せん断帯の大局的な形状は，模

型地盤の層厚と地盤材料の平均粒径の比の影響を余り受けないことが分かっている．しか

し，その詳細な形状は，小規模な実験では粒径効果が大きくなるので，大規模な実験結果

が精度と信頼性が高い． 

図 1-3-13 W/H のせん断型・断層傾斜角・層厚による変化 

Ｗ：せん断層地表到達位置 
Ｈ：豊浦標準砂の層厚 
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3) 今後の課題 

既往の模型実験は均質・一様な土質地盤を対象としていたが，シールドトンネル内に敷

設する水道管は，軟岩の内部を通過することも有り，また，堆積層と岩盤の境界部での変

形性状は三次元となるので，実験の境界条件の設定や計測・観測も容易ではない．したが

って，実験を対象に検証された数値モデルを用いて，表層モデルの数値実験を行う取り組

みと併せて検討する必要がある． 

 

  

図 1-3-14 DR と H の関係 
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(3) 海外事例 

 本項では，海外において地表に出現した地震断層の変位量分布について示す．海外では，

近年日本で出現した地表地震断層よりも変位量が大きい断層が出現している．以下に，ア

メリカ，台湾，パキスタンで発生した地表地震断層の事例について説明する． 

1) アメリカ 

2002年 11月 3日にアメリカ アラスカ州で発生したマグニチュード 7.9のデナリ地震では，

長さ 336km にわたり地表に地震断層が出現した．図 1-3-15 に，断層付近における滑り分布

の地表面投影図 19)を示し，図 1-3-16 に地表面滑り量の分布を示す．図 1-3-16 は，図 1-3-15

（b）の滑り分布図を参照し，震源を起点として震源から 240km 区間における代表的な地表

面滑り量をプロットしている．図 1-3-16 より，最大 15m 程度，地表面に滑りが生じている

ことがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-15 滑り分布の地表面投影

（a）全体図 

（b）A 部詳細図 

震源 

緯度 

経度 
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2) 台湾 

1999 年 9 月 21 日に台湾中部で発生したマグニチュード 7.6 の集集地震では，車籠埔断層

に沿って長さ 80km にわたり地表に地震断層が出現した．図 1-3-17 に断層出現位置 20)を示

し，図 1-3-18 に鉛直方向の断層変位量分布を地震断層北端を起点として示す．図 1-3-18 よ

り，断層北端に近い位置で最大 10ｍ程度の鉛直方向の断層変位が出現したことがわかる． 
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図 1-3-16 地表面滑り量分布 
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図 1-3-18 断層変位量分布 

図 1-3-17 地震断層の出現位置（地震断層を赤線で示す） 

震源 
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3) パキスタン 

 2015年 10月 8日にパキスタン北部で発生したマグニチュード 7.6のパキスタン地震では，

既存の活断層に沿って長さ 65km にわたり地表に地震断層が出現した．図 1-3-19 に断層出現

位置 21)を示し，図 1-3-20 に鉛直方向の断層変位量分布を地震断層北端を起点として示す．

図 1-3-20 より，断層の中間部で最大 5.5ｍ程度の鉛直方向の断層変位が出現したことがわか

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-19 地震断層の出現位置（地震断層を赤線で示す） 
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図 1-3-20 断層変位量分布 
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1.4 断層と地盤と管路の変位挙動の関連性について 

(1) 概要 

断層変位を受けた地中管路の変位挙動は,管路の形状・寸法・材料・継手構造,断層の形態・

規模・変位量・変位速度,周辺地盤の構成・変形特性・土被り・地圧,断層と管路の位置関係

等々,様々な要因の影響を受ける.これらの要因の内,ここでは,断層の形態と周辺地盤の変形

特性に着目して地中管路の変位挙動との関連性について検討した. 

 

(2) 検討の着目点と検討ケース 

断層の形態に関しては,正断層,逆断層,横ずれ断層を想定し,断層の厚さ（断層幅）につい

ては,厚さが無い場合と有る場合を想定した.厚さが無い場合とは,断層破砕帯や弱層等が存

在せず,断層が面と面の接触面で構成される場合であり,断層変位がそのまま地中管路に作

用することが想定される.厚さが有る場合は,断層破砕帯等が存在する場合であり,断層破砕

帯等の区間で断層変位が吸収・緩和される可能性が考えられる.周辺地盤の変形特性に関し

ては,剛性の高い岩盤と剛性の低い軟質地盤を想定した.剛性の高い岩盤は,水源地域や河川

上・中流域等,内陸の山岳地域や丘陵地域を想定した場合であり,剛性の低い軟質地盤は,河川

下流域や大都市平野部の軟弱地盤等を想定した場合である.剛性の高い堅硬な岩盤では,断

層変位が直接的に地中管路に作用すると想定され,剛性の低い軟質・軟弱地盤では,地盤によ

る断層変位の吸収・緩和という現象も想定される.これらの点を勘案し,①岩盤で厚さの無い

正断層,②岩盤で厚さの有る正断層,③岩盤で厚さの無い逆断層,④岩盤で厚さの有る逆断層,

⑤岩盤で厚さの無い横ずれ断層,⑥岩盤で厚さの有る横ずれ断層,⑦軟質地盤で正断層,⑧軟

質地盤で逆断層,⑨軟質地盤で横ずれ断層を想定した場合の 9 ケースについて検討した.ここ

では,上記の内,下線を付した 4 ケースを紹介する. 

 

(3) 断層の形態と周辺地盤の硬軟に応じた地中管路の変位挙動 

堅硬な岩盤で厚さの無い正断層を想定した場合の地中管路の変位挙動の想定を図 1-4-1に

示す.正断層の場合,管路は引張応力場でせん断され,堅硬な岩盤では断層面で断層変位が直

接管路に作用することになる.断層変位量が小さければ管路の被害は免れるが,断層変位量

が大きければ管路で被害が生じる危険性が高まる.管路にとっては厳しい状況設定になる. 

同様に,岩盤で厚さの有る逆断層を想定した場合の管路の変位挙動の想定を図 1-4-2 に示

す.この場合,管路は圧縮応力場でせん断されることになり,断層の層厚や剛性等が重要な影

響要因になると考えられる.断層の剛性が低ければ,断層の区間で管路が挙動し易くなり,層

厚が厚ければ,管路に作用する単位長さ当たりの断層変位量が小さくなると想定され,厚さ

の無い場合比して厚さの有る断層では,断層変位の影響が緩和される可能性が考えられる. 

次に,軟質地盤で逆断層を想定した場合の管路の変位挙動の想定を図 1-4-3 に示す.図中,断

層の動きに連動して地盤が変形するエリアを遷移領域として破線で示した.この領域の広さ

は,地盤の剛性や断層の変位速度等に応じて変化すると考えられるが,地盤が軟質であれば,
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遷移領域によって管路に対する断層変位の影響が吸収・緩和される可能性が考えられる. 

同様に,軟質地盤で横ずれ断層を想定した場合の管路の変位挙動の想定（平面）を図 1-4-4

に示す.この場合,管路はせん断応力場でせん断変位を受けることになり,管路の変位挙動に

対する初期地圧の影響をチェックしておくことが必要になると考えられる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4-1 岩盤で厚さの無い正断層を想定   図 1-4-2 岩盤で厚さの有る逆断層を想定 

した場合の地中管路の変位挙動              した場合の地中管路の変位挙動 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4-3 軟質地盤で逆断層を想定した     図 1-4-4 軟質地盤で横ずれ断層を想定 

場合の地中管路の変位挙動       した場合の地中管路の変位挙動 

 

(4) 実現象に即した評価の重要性 

 ここでは,断層と地盤と地中管路を理想化して,断層変位に対する地中管路の変位挙動を

シンプルに二次元で模式的に示した.実際の断層では,横ずれ成分と縦ずれ成分を共に含む

複合型の断層も多く,地盤に関しても,複雑な地形,複雑な地盤構造の場合も多い.管路に関し

ても,レイアウトが複雑な場合,構造・形状・材質が多様な場合も多い.断層と管路が直角に交

差するとは限らず,斜めに交差する場合も多々ある.初期地圧の状況も岩盤地帯と沖積平野

部では異なることもある.このように地点依存性の強い構造物の変位挙動と健全性を適確に

評価するためには,実現象（実際の状況）に即した評価が必要になる.特に,被災した際に社会

的影響度が甚大なライフライン施設に関しては,精度の高い評価が必要である. 

断層・地盤・構造物連成系の応答・挙動が複雑な場合は,二次元の解析評価は,三次元の解

析評価よりも危険サイドの解析評価になることがあるので留意が必要である. 

軟質地盤

軟質地盤での逆断層（断面）

軟質地盤

【遷移領域】
・破線の領域
・断層の活動に
伴い変形する
領域

【地盤の硬軟の影響】
地盤が軟らかければ遷移領域が広がる可能性
地盤が軟らかいほど管路には有利な可能性

圧縮応力場
でのせん断

 

軟質地盤

軟質地盤での横ずれ断層（平面）

軟質地盤

【地盤の硬軟の影響】
地盤が軟らかければ管路は変位挙動し易くなる可能性
地盤が硬ければ管路は変位挙動し難くなる可能性

せん断応力場
でのせん断

【遷移領域】
・破線の領域
・断層の活動に
伴い変形する
領域

遷
移
領
域

 

岩盤

岩盤

岩盤での厚さの無い正断層（断面）

厚さの無い正断層

【管路】
断層変位が直接作用
断層変位量が大きければ破断

 

岩盤 岩盤

岩盤での厚さの有る逆断層（断面）

厚さの有る逆断層

【管路】
破砕帯内で延伸
変位量が大きければ破断
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1.5 断層変位を受ける地中管路の変形の特徴 

1.5.1 構造の違いによる変形の特徴 

 管路の構造は,継手構造管路（ダクタイル鉄管等）と一体構造管路（溶接継手による鋼管

等）に分類することができる.本項では,ダクタイル鉄管,鋼管,ポリエチレン管,塩ビ管につい

て,断層変位を受ける管路の変形の特徴を示す. 

 

① 耐震型ダクタイル鉄管 

図 1-5-1 に耐震型ダクタイル鉄管の伸縮挙動と継手性能を示す.耐震型ダクタイル鉄管の

継手部は管長の±1%の伸縮性能,所定の屈曲性能（GX形の場合は 8°）,3DkN（D：呼び径[mm]）

の離脱防止性能を有しており,継手が限界まで伸び出しても挿し口突部とロックリングが引

っ掛かることで,抜け出さない構造になっている. 

図 1-5-2 に断層変位を受けた耐震型ダクタイル鉄管の挙動を示す.継手が伸縮するため,管

路が圧縮状態となる場合,引張状態となる場合のいずれの断層変位にも追従可能な管路を設

計することができる.また,複数の継手が伸縮・屈曲するため,通常の直管管路でも,ある程度

の断層変位に追従することができる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また,図 1-5-3 に示すように,活断層による地震が発生した際に,「段差」を伴った地表地震

断層（例えば,兵庫県南部地震(1995 年)の野島断層 23））が出現するほか,地表が軟らかい堆積

物に覆われている場合に段差ではなく「たわみ」として現れる場合がある.このように断層

活動によって形成された”たわみ“を「活撓曲」と呼ぶ 24)
. 

 「段差」状の変位の場合,局所的な地盤変位が生じるため,想定される断層変位の大きさに

ゴム輪 ロックリング 挿し口突部

管長の１%

管長の１%

受口

（接合時）

（縮み時）

（伸び時）

図 1-5-1 耐震型ダクタイル鉄管の挙動（GX 形ダクタイル鉄管の例）22)
 

図 1-5-2 断層変位を受けた耐震型ダクタイル鉄管の挙動 22)
 

断層変位

管軸直角方向変位

管軸方向変位

継手の屈曲

継手の伸縮で吸収

継手の屈曲で吸収

継手の伸縮
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よって,短尺管や継ぎ輪・長尺継ぎ輪を用いた対策が必要となる場合がある. 

 「たわみ」状の変位の場合,広い範囲に緩やかに地盤変状が生じるため,広い範囲で継手の

伸縮が可能な鎖構造管路であれば,基本的に断層対策は不要である. 

 

 

 

 

 

 

直管で断層変位に追従できない場合,継ぎ輪や長尺継ぎ輪の使用も有効である.継ぎ輪は

直管継手 2 継手分の伸縮・屈曲性能,長尺継ぎ輪は直管継手 10 継手分の伸縮性能を有してい

る（図 1-5-4）.したがって,継ぎ輪,長尺継ぎ輪を使用することで,管路の変形性能を大幅に向

上させることができる（図 1-5-5）. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 鋼管 

 断層変位を受ける鋼管の変形の特徴として，図 1-5-6 に示すにように，1999 年に発生した

台湾集集地震における埋設鋼管の変形事例では，管路の変形は断層面で地盤のせん断力に

よって断層面付近で管が座屈するのではなく，まず管全体で「S 型」の変形を生じ，さらに

変形が進むと，断層面からある程度離れた箇所で塑性ヒンジを形成し，「Z 型」に変形する

特徴を持っていることを示している． 

断層変位

断層を挟むように

長尺継ぎ輪を設置
管軸方向変位を大きく吸収

長尺継ぎ輪の間隔（スパン）はFEM解析で決定

【段差が生じる場合】 【たわみが生じる場合】 

図 1-5-4長尺継ぎ輪 

図 1-5-5 長尺継ぎ輪を使用した管路 

乙切管甲切管 長尺継ぎ輪

伸縮
直管継手 長尺継ぎ輪

管長の±1％
管長の＋10％

（または、-10％）

伸縮量乙切管甲切管 長尺継ぎ輪

伸縮
直管継手 長尺継ぎ輪

管長の±1％
管長の＋10％

（または、-10％）

伸縮量

図 1-5-3 断層の種類（断層，撓曲） 
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 また,断層変位を模擬した実験 26)では外径 114.3mm，材質 SS400 の鋼管を対象として，地

中実験および FEM 解析を実施しており,実験結果および FEM 解析結果とも，断層変位が進

むと管路は S 字状に変形し，断層面からある程度離れた箇所で塑性ヒンジを形成し座屈す

るという挙動となっていることを確認している． 

   

  図 1-5-7 鋼管の変形（地中実験）     図 1-5-8 鋼管の変形（FEM 解析） 

 

③ 水道配水用ポリエチレン管 

水道配水用ポリエチレン管の変形の特徴として，2014 年に発生した長野県神城断層地震

における水道配水用ポリエチレン管（口径 75mm）の変形状況を図 1-5-9 に示す．変形は鉛

直変位 70cm，水平変位 30cm であり，変形は概ね 3m の範囲に収まっていた．管は S 字状

に大きく変形する形で断層変位に追従しており，漏水することなく通水機能を維持してい

た．また局所的な白化やネッキングによる異常な様子も確認されなかった．水道配水用ポ

リエチレン管の引張降伏ひずみ・圧縮降伏ひずみは，いずれも 8～11%であることが確認さ

れている． 

検討では，FEM によるシミュレーション解析を実施しており，管と地盤との境界で滑り

が生じたために，管体に発生するひずみが概ね 2.6%程度となり，大きなダメージを受けな

かったと分析している．また，地盤の固さを変更すると管体の変形状況が異なることも解

析で別途確認していることに言及している．27) 

 

 

 

 

 

                

図 1-5-6 断層による管路被害（台湾集集地震 25) ） 
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④ 塩化ビニル管 

断層変位を受ける塩化ビニル管の変形の特徴として，実験 28)では片側が隆起する土槽を

用い，縦ずれ断層を模擬した実験を実施している．地盤には表乾状態の珪砂 5 号を用い，

落下高さを変えることにより，相対密度 80%と 20%のケースを設定している．埋設管には

呼び径 13mm（外径 18mm），長さ 3,800mm の水道用硬質塩化ビニル管（JIS K 6742）を用い，

埋設深さ 20cm と 40cm のケースを設定している．なお予備実験により，対象とする埋設管

は曲げひずみが卓越することを把握している． 

 実験結果より，図 1-5-10 に示すように，硬い地盤（相対密度 80%）の方が軟らかい地盤

（相対密度 20%）よりも変形が土槽中央に集中し，上盤側に局所的に大きなひずみが発生

する．また図 1-5-11 に示すように，埋設深さが深い方が浅い方よりも上盤側で大きなひず

みが生ずる． 

 

 

 

   

図 1-5-10 埋設管の鉛直方向変位量      図 1-5-11 埋設管のひずみ量 

   

鉛直変位 70cm       水平変位 45cm 

図 1-5-9 長野県神城断層地震における水道配水用ポリエチレン管の変形状況 
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1.5.2 地中管路に作用する地盤反力 

 地中管路に関する研究は，主に横断面内の変形挙動と長手方向の変形挙動の問題に分類

される．横断面内の変形挙動の問題は，管断面に作用する土圧による変形・応力計算や管

壁の耐荷力といった管断面の設計手法に関連し，今回対象とする断層変位を受ける地中管

路の変形挙動とは別途で考える必要がある．これに対し地中管路としての長手方向の変形

挙動の問題は，横断面の変形挙動と等しく重要な問題である．地中管路は地盤に直接埋設

された線状構造物であることから，地盤の変形に敏感であり地盤に局部的な変形や沈下が

作用すると，地盤の変形に追従し地中管路は変形し管体や接手部などに損傷を及ぼす場合

がある．地盤の変形が地中管路に与える影響を把握するには管軸方向，管軸直角方向の地

盤ばねの設定が重要となる． 

断層変位を受ける地中管路の評価といった比較的大きな変形を受ける強度評価の際に必

要となる地盤ばねの設定には，管と地盤の相互作用を設定する必要があり，管軸方向，管

軸直角方向に対して，それぞれ非線形ばね特性で設定されることが多い． 

 本項では，関連する指針における地盤ばねの扱いについて整理する． 

 

①「水道施設耐震工法指針・解説」（日本水道協会，2009 年）3)
 

「水道施設耐震工法指針・解説」では，埋設管路の応答変位法による耐震設計に用いる地

盤ばねはせん断弾性波速度より次式で算出する．また，管軸方向について管路と地盤の滑

りを考慮した耐震計算を行う場合は，管路と地盤の摩擦力を概ね 0.01MPa 前後とするとし

ている．一方，管軸直角方向については，地盤ばねの上限値に関する規定はなく，非線形

地盤ばね（バイリニア）として考える場合は，上限値の設定が別途必要となる． 

  Kg1=C1・γs/g・Vs
2
         (1.5.1) 

 Kg2=C2・γs/g・Vs
2
         (1.5.2) 

   ここで，Kg1：埋設管路の管軸方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数（Pa） 

       Kg2：埋設管路の管軸直角方向の単位長さ当たりの地盤の剛性係数（Pa） 

       γs：土の単位体積重量（N/m
3） 

        g：重力加速度（9.8m/s
2） 

       Vs：表層地盤のせん断弾性波速度（m/s） 

       C1：Kg1に対する定数（1.5） 

       C2：Kg2に対する定数（3.0） 

 ただし，せん断弾性係数で求められる地盤ばねは微少ひずみレベル（10
-6 オーダー）を想

定していることから，数 m に及ぶ断層変位に対してはその適用性に課題があると考えられ

る．また，管軸直交方向の地盤ばねの上限値については，例えば受働土圧強度相当とする

ことも考えられるが，これについても断層変位のような大きな変形状態を想定したもので

はないため，これらについては今後の課題であると考えられる． 
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②「高圧ガス導管耐震設計指針(JGA 指-206-13)」（日本ガス協会，2013 年 4 月）29)
 

 「高圧ガス導管耐震設計指針」では，地盤ばねを呼び径に応じてバイリニアで規定され

ている．管軸方向の地盤拘束力 τ は，図 1-5-12 に示すように導管単位表面積あたりの限界

せん断応力 τcr 及び地盤ばね係数 k1 を用いてバイリニアで近似し，限界せん断応力 τcr ＝

1.5N/cm
2の値は，表 1-5-1 に示す 1982 年の同指針作成時に実施された導管加重実験，1995

～1996 年度にかけて実施された東京ガスの実験及びガスパイプライン保安対策調査の実験

の 3 つの実規模実験のほぼ平均値をとったものとなっている．地盤ばね係数 k1=6.0N/cm
3の

値は，1982 年の同指針作成時に実施された導管加重実験結果のほぼ平均値を採用している． 

 

       表 1-5-1 管軸方向の地盤拘束力の実験の結果 

 データ数等 τcrの平均値 

1982 年同指針の実験 呼び径 150A～600A の 8 ケース 1.9N/cm2 

東京ガスの実験 呼び径 150A 及び 300A の 15 ケース 0.9N/cm2 

ガスパイプライン保安対策調査の実験 呼び径 600A の 2 ケース 1.4N/cm2 

平 均 ― 1.4N/cm2 

図 1-5-12 管軸方向の地盤ばね特性 

 

管軸直角水平方向の地盤拘束力 σ は，図 1-5-13 に示すように単位投影面積あたりの最大

地盤拘束力σcr及び降伏変位δcrを用いてバイリニアまたはバイリニアの初期勾配を用いた直

線で近似している．最大地盤拘束力 σcrの値は，導管の呼び径の他に，埋戻土の締め固め度

や埋設深さによっても異なるため，Trautmann らが内部摩擦角 φ をパラメータとして整理し

た実験結果のうち実際の埋戻土のφは40度相当であることからφ＝40度の場合を引用して，

土の単位体積重量 γt＝17.6 kN／m
3，埋設深さ Hpo＝1.8m とした値を採用している． 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5-13 管軸直角水平方向の地盤ばね特性 
 

③「Seismic Guidelines for Water Pipelines」（American Lifelines Alliance-ALA，March 2005）6)
 

 地盤モデリングのガイドラインとして非線形地盤ばね特性が管軸方向，管軸直角水平方

向，管軸直角鉛直下向き方向，管軸直角鉛直上向き方向それぞれについて記載されている．

下式の通りの粘性土および砂質土に応じた設定がなされている． 
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[管軸方向] 

 𝑡𝑢 = {
𝜋𝐷𝛼𝑆𝑢𝐷⋯⋯⋯⋯粘性土
𝜋𝐷

2
𝛾̅𝐻𝐾0 tan 𝑘∅⋯砂質土

 

  𝑥𝑢 = {
0.1~0.2インチ⋯締まった～緩い砂質土

0.2～0.4インチ⋯硬い～軟らかい粘性土
 

 ここで， tu：単位長さあたりの管軸方向最大地盤拘束力 

   xu：最大地盤拘束力における管軸方向変位 

   D：管外径，α：付着係数 

Su：土の非排水せん断強度，𝛾̅：土の有効単位体積重量 

H：管中心までの埋設深さ，K0：静止土圧係数 

φ：内部摩擦角，k：土と管の摩擦を表す係数 

[管軸直角(水平)方向] 

  𝑃𝑢 = {
𝑆𝑢𝑁𝑐ℎ𝐷⋯⋯粘性土

𝛾̅𝐻𝑁𝑞ℎ𝐷⋯砂質土
 

  𝑦𝑢 =

{
 
 

 
 0.07~0.10𝐻 +

𝐷
2⁄ ⋯⋯⋯⋯⋯⋯緩い砂質土

0.03~0.05𝐻 + 𝐷 2⁄ ⋯⋯⋯⋯⋯中位の砂質土

0.02~0.03𝐻 + 𝐷 2⁄ ⋯⋯⋯⋯締まった砂質土

0.03~0.05𝐻 + 𝐷 2⁄ ⋯硬い～軟らかい粘性土

 

 ここで， Pu：単位長さあたりの管軸直角(水平)方向最大地盤拘束力 

   yu：最大地盤拘束力における管軸直角方向変位 

   Nqh，Nch：係数 

 [管軸直角(鉛直下向き)方向] 

  𝑞𝑢 = {
𝑆𝑢𝑁𝑐𝐷⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯粘性土

𝛾̅𝐻𝑁𝑞𝐷 ∙
1
2⁄ 𝛾𝐷2𝑁𝛾⋯砂質土

 

  𝑧𝑢 = 0.10D～0.15D⋯砂質土・粘性土 

 ここで， qu：単位長さあたりの管軸直角(鉛直下向き)方向最大地盤拘束力 

   zu：最大地盤拘束力における管軸直角方向変位 

   Nc，Nq，Nγ：係数 

[管軸直角(鉛直上向き)方向] 

  𝑞𝑢 = {
𝑆𝑢𝑁𝑐𝑣𝐷⋯⋯⋯⋯粘性土

𝛾̅𝐻𝑁𝑞𝑣𝐷⋯⋯⋯砂質土
 

  𝑧𝑢 = {
0.01𝐻~0.015𝐻⋯締まった～緩い砂質土

0.1𝐻~0.2𝐻⋯⋯⋯硬い～軟らかい粘性土
 

 ここで， qu：単位長さあたりの管軸直角(鉛直下向き)方向最大地盤拘束力 

   zu：最大地盤拘束力における管軸直角方向変位 Ncv，Nqv：係数 
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1.6 断層変位を受ける地中管路の設計手法 

1.6.1 設計フロー 

 

 

 

 

 

                          ・活断層地図の利用 

 

 

 

 

 

 

 

       不可能                可能 

 

 

 

 

 

 

                               ・迂回 

                          

 

 

・地上に逃がす 

                ・空洞を作る 

 

 

 ①基本設計（簡易式） 

 ②詳細設計（数値解析） 

図 1-6-1 設計フロー 

 

 

 

スタート 

断層位置の調査 

管路線形の調査（決定） 

断層を避ける 

線形の変更 

管路の検討 

検討方法の決定 

管路対策以外の事例 
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①基本設計および②詳細設計フロー 

基本設計および詳細設計では，1.6.4 設計手法に示す簡易式もしくは数値解析を用いて管

路の安全性の照査を行う 

 

                         ・地震調査研究推進本部から入手 

                         ・松田式 or 岡田式より算出 

                         ・文献より入手 

 

                         ・断層と配管の公差角を決定 

 

 

 

                         ・変形係数を算出 

                         ・上限値の設定 

 

 

                         ・管種の決定 

                          

 

 

 

 

 

 

 

                         ・要求性能の確認 

                         ・対策の必要性の確認 

 

 

 

 

 

図 1-6-2 設計フロー（基本設計および詳細設計） 

  

断層変位量の設定 

配管線形の決定 

地盤条件の算出 

管路構造の決定 

基本設計 

（簡易式） 

詳細設計 

（数値解析） 

設計照査 

終了 
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1.6.2 設計条件の設定 

(1）基本的な考え方 

 設計フローに従って,断層変位を受ける地中管路を設計するには,断層の情報,地盤の情報,

管路の情報を収集する必要がある.断層の情報や地盤の情報は文献調査により取得し,必要

に応じて,詳細な地質調査を行う. 

 表 1-6-1 に断層横断管路の設計に必要な断層,地盤,管路の情報を示す.  

 図 1-6-3 に示すように,断層条件,地盤条件によって,想定される管路の挙動は異なるため,

各種情報の取得は断層変位を受ける管路を設計する上で重要である. 

 各種情報収集に対する考え方の概要を以下に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-6-1 断層横断管路の設計に必要な断層，地盤，管路の情報 

概要

位置 断層と管路が交差する位置

位置のばらつき 断層線が出現すると想定される範囲

走向 断層線の方位

傾斜 断層面の水平面に対する角度

ずれ方の形態① 正断層、逆断層または横ずれ断層

ずれ方の形態② 断層または撓曲（たわみ）

厚さ 破砕帯の幅

変位量（単位変位量） 1回の地震活動で動く断層変位量

変位の向き 逆断層の場合、どちらが隆起するか

地盤係数

内部摩擦角

粘着力

断層との位置関係 -

土被り 管の埋設深さ

呼び径 -

材質 -

管厚 -

継手の有無 一体構造管路、継手構造管路

管路条件

管路位置の地盤特性地盤条件

断層条件

項目
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(2) 断層に関する文献 

 表 1-6-2 に断層に関する文献・データベースを示す.表中の優先順位はその文献の正確度,

精度から決定した.なお,対象の断層について詳細に調査した文献があれば,それを含めて総

合的に評価することが望ましい. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断層の厚みによる差異 

地盤の硬さによる差異 

図 1-6-3 断層条件，地盤条件による管路挙動の違い 

 

(a)厚さの無い正断層 (b)厚さの有る正断層 

(c)岩盤での逆断層 
(d)軟質地盤での逆断層 

表 1-6-2 断層に関する文献・データベース（○内の数字は優先順位） 

 設計条件 文献

・位置

・走向

①「活断層図（都市圏活断層図）」、国土地理院

②「活断層詳細デジタルマップ」、東京大学出版会

③「活断層データベース」、産業技術総合研究所

③「新編 日本の活断層」、東京大学出版会

③「主要活断層帯の長期評価」、地震本部

・傾斜

・ずれの形態①

　[逆断層・横ずれ断層等]

・ずれの形態②

　[断層・撓曲]

・変位量

・変位の向き（隆起側）

①「主要活断層帯の長期評価」、地震本部

②「活断層データベース」、産業技術総合研究所

・位置のばらつき

①原位置調査結果

②過去の地震での「断層出現位置」と「活断層図等の断層の位置」を比較

し、そのばらつきから、安全をみて決定

・地盤条件 ①原位置調査結果
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 表 1-6-3 に「主要活断層帯の長期評価（地震本部）」30)と「活断層データベース（産業技

術総合研究所）」23)に記載されている布田川断層と上町断層の諸元を示す.データベースによ

り差異があるため,これらを総合的に評価して,断層条件を決定する必要がある. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 断層位置特定のための地質調査方法 

 断層位置を特定するための地質調査の例を以下に示す 16)
. 

①地表地質調査 

  地表地質調査は,活断層の疑いのある地形・地質構造について,断層・撓曲の存否,位置,

性状 及び活動性を明らかにすることを目的とする. 

  地表地質調査においては,特に断層露頭や地層が変形している露頭の発見と,その露頭

観察による断層活動時期の特定が重要であり,露頭と活断層の疑いのある地形・地質構造

との位置関係,断層破砕帯の性状,地層の変位・変形構造を詳細に把握する. 

  地表地質調査により断層の分布が確認できない場合,あるいは,断層の活動履歴が明確

でない場合には,より詳細な情報を得るために,ボーリング調査等を追加実施し,断層の存

否及び活動性の解明に努める. 

 

②ボーリング調査（斜めボーリング） 

  ボーリング調査は,推定される断層位置付近で実施するものであり,第四紀層下に伏在

している断層の位置と断層近傍の地質構造を把握することを主な目的とする.ボーリング

調査は本来一次元的な地質情報であるため,三次元的な断層運動を解明するには相当数の

ボーリング調査（群列ボーリング,グリッドボーリングなど）を実施するか,後述する地球

物理学的調査により孔間の情報を補完する必要がある. 

表 1-6-3 断層条件の参考となる文献（○内の数字は優先順位） 

 
「主要活断層帯の長期評価」、地震本部

（2013年2月1日）

「活断層データベース」、産業技術総合研究所

（2019年4月25日時点）

活動セグメント名 布田川断層帯・布田川区間 布田川活動セグメント

長さ[km] 19 24

一般走向 N 55°E N 60°E

一般傾斜 地表近くでは高角 60 ° N

断層型 右横ずれ 右横ずれ

変位の向き（隆起側） SE S

単位変位量[m] 2 2.8

「主要活断層帯の長期評価」、地震本部

（2013年2月1日）

「活断層データベース」、産業技術総合研究所

（2019年4月25日時点）

活動セグメント名 上町断層帯 上町活動セグメント

長さ[km] 42 36

一般走向 N 10°E N 20°E

一般傾斜 65－70°E 60 ° E

断層型 逆 逆

変位の向き（隆起側） E E

単位変位量[m] 3 4.8

項目

布田川断層

項目

上町断層
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 ボーリング調査により断層活動を解読する方法は基本的に 2 つある.1 つは,直接断層近傍

で断層を挟んで両側の地層の対比や基盤岩の落差・破砕構造等により活動履歴を解読す

る方法であり,もう１つは,間接的ではあるが,近傍の断層運動により生じた大地震からも

たらされた堆積物の記録を解読する方法である.後者は,近年その試みが盛んに行われて

きているが,洪水等の突発的な堆積物との区別が難しい上に,実際に動いた活断層の特定

が困難であるといった問題点を有している.  

  ボーリング掘削箇所は,想定された断層通過位置の両側にそれぞれ 1 箇所以上配置する.

数 m 程度のトレンチ掘削では基盤岩の断層を確認することができないような第四紀層の

厚い地域では,地球物理学的調査結果を特に重視する.両孔における基盤岩の破砕の程度

も詳細に観察し,破砕帯の幅を推定するうえでの重要なデータとする.この際に,ボアホー

ルカメラを利用して地層の走向傾斜等を計測することも有効である. 

  また,ボーリング調査において,破砕帯の位置および角度をおおむね把握した後に,破砕

帯に垂直となるように,斜めボーリング調査を行うことで,破砕帯の幅を調査することが

できる. 

 

③地球物理学的調査（反射法地震探査等） 

  地球物理学的調査は,断層の地下構造及び褶曲等の広域的な地下構造を明らかにするこ

とを目的とする.前述の通り,基盤岩の断層を確認することができないような第四紀層の

厚い地域では,地球物理学的調査結果が特に重視される. 

  平野等において,新しい時代の堆積物の変形を明らかにして活断層の存否を確認する必

要がある場合には,主に浅部構造探査を行い,深部の断層形状や褶曲構造を解明する必要

がある場合には,主に深部構造探査を行う. 

  地球物理学的調査には,反射法地震探査,屈折法地震探査,重力探査,電気探査,電磁探査等

の手法があり,調査対象とする地域の地質・地質構造,調査目的,現地状況等を踏まえて,適

切な手法を選択して実施する.なお,他機関のデータが利用可能な場合は,必要に応じてデ

ータの入手,再解析を行い,その上で,調査者独自の地球物理学的調査の必要性を検討する. 

  地球物理学的調査の結果については,地表地質調査等によって想定される地表の活断層

や地表付近の地質構造の特徴と,相互に矛盾なく合理的に説明できることを確認すること

が重要である. 

 

(4) 地盤条件の決定 

  管路設計に用いる地盤の弾性係数（剛性係数）を決定できるよう,地盤調査を行う.「水

道施設耐震工法指針・解説」3)では,表面地層のせん断波速度 Vs から,地盤の弾性係数を求

める方法が示されている.. 
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(5) 管路の情報 

 断層変位を受ける管路を設計する際には,管路線形の変更により断層変位を避けることが

できないか検討の上,管路線形,埋設位置（深さ）,管種,口径を決定する. 

 断層との交差角（傾斜,走向）および管路に作用する変位量を算出し,概算および簡易設計

のための入力値とする. 

 

(6) 対策範囲の設定 

 断層対策範囲は,岡田式による地表面での断層の分布計算（1.3.1）および既往地震におけ

る地表地震断層の分布（1.3.2）を参考に決定する. 

 

1.6.3 要求性能 

 管路に要求される耐震性能を管種別に以下に設定する. 

 

(1) 鋼管 

鋼管における断層変位に対する耐震性能 

表 1-6-4 鋼管の断層変位に対する耐震性能 

条件 要求性能 内容 照査値 

断層変位 
耐震性能 3 

（終局限界） 

断層変位により ,管路は局

部的に変形するが ,漏水は

発生せず通水機能を保持で

きる性能 

① 管体発生歪み 

εs=5% 

εs：座屈開始歪み 

② 変形後の通水断面積 

 A ≧ 0.8･Aa 

A：変形後の最小通水断面積 

Aa：直管部の通水断面積 

 

鋼管は，一様伸びが 20％以上あり，また 5％以上の圧縮ひずみに対しても亀裂が生じ

ない優れた変形特性を有する材料である.しかしながら,D/t が 100 を超えるような薄肉

管では,座屈後の変形が予測しづらいため,ここでは,座屈開始歪み（εs=5%）を鋼管の許

容歪みに設定する. 

 

 

 

 

 

 

 

 



36 

(2) 耐震型ダクタイル鉄管 

耐震型ダクタイル鉄管における断層変位に対する耐震性能 

表 1-6-5 耐震型ダクタイル鉄管の断層変位に対する耐震性能 

条件 要求性能 内容 照査値 

断層変位 耐震性能 1 
断層変位によって ,健全な

機能を損なわない性能 

② 管体応力 

σ≦270MPa 

② 軸力 

F≦3ＤkN（D：呼び径[mm]） 

② 継手屈曲角度 

 θ ≦θa 

θ：変形後の継手屈曲角度 

θa：地震時に曲がり得る最大屈

曲角度（継手による） 

 

 

耐震型ダクタイル鉄管は,継手部が伸縮（管長の±1％）,屈曲できるため,優れた変形特

性を有する鎖構造管路を構築できる.耐震性能 1 を満足する照査値として,管体応力 σ の

照査値はダクタイル鋳鉄の耐力（270MPa）以下とする.また,継手部が健全な機能を損な

わない性能を確保するために,軸力 F は継手の離脱防止力である 3DkN 以下,継手屈曲角

度 θ は地震時に曲がり得る最大屈曲角度 θa以下とする. 

 

(3) 水道配水用ポリエチレン管 

水道配水用ポリエチレン管における断層変位に対する耐震性能 

表 1-6-6 水道配水用ポリエチレン管の断層変位に対する耐震性能 

条件 要求性能 内容 照査値 

断層変位 耐震性能 2 

断層変位により，機能に重

大な影響を及ぼすことのな

く，漏水しない状態 

管体発生歪み 

εs=6% 

εs：地盤変状に対する許容歪み 

 

水道配水用ポリエチレン管は，柔軟性に富んだ材料特性を有し，引張試験における

降伏ひずみは 7.8～11%である．同様に圧縮試験における降伏ひずみも約 8%～11%であ

ることから，これらの結果に安全率を考慮し，地盤変状に対する許容ひずみを 6%と定

めている．  
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1.6.4 設計手法 

(1) 一体構造管路 

(a) 対象とする地盤変状と計算原理 

 断層変位が埋設した管路に及ぼす作用には軸変形と曲げ変形があり，有限変位の問題と

して解析するのが望ましい．しかしながら有限変位の問題は数値解析が必要となるため，

作用の概略評価として微小変位に基づく解析解を利用するのが便利である．微小変位の場

合，軸変形と曲げ変形が別々の方程式になり，地盤変位を与えたときの解を計算できる．

この場合軸変形の解は断層変位の管軸方向成分に相当し，曲げ変形は管軸直角方向の成分

に相当する． 

 地盤変位がある程度大きくなり，管周面と地盤が押し合う状態では強度の小さい地盤が

降伏して復元力を発揮しなくなることが確認されており，バイリニア型の地盤反力が多く

用いられている．地盤反力が増大しなくなれば，軸力・曲げモーメントも増加しなくなり，

軸ひずみ・曲げひずみは地盤ばねが弾性である場合よりも小さな応答値となる．地盤ばね

が降伏する場合，管の変形する範囲が弾性の場合よりも拡大する．地盤ばねが降伏した状

態を等分布力が作用するはりで近似することができる．鈴木は等分布力が作用するはりの

境界条件を分析して，埋設管の断面力の近似解を求める方法を提案している．31)32)
 

 

(b) 地割れの計算 

 地盤が剛体的に水平方向に移動して埋設された管が引き抜かれるモデルを用いて計算式

が構築されている．図 1-6-2(a)に計算モデルを示す．2δ だけ地盤が剛体的に水平方向に移動

する問題を考えるが，対称性を考え片側だけ対象にする．管路の口径を D，軸方向の単位面

積当たり地盤拘束力を𝜏𝑔とすると，管に作用する軸方向の等分布力は(1.6.1)式となる． 

 

𝑝 = 𝜋𝜏𝑔𝐷         (1.6.1)  

 

地盤が δ だけ右方向に移動する計算であるが，管路の端部に力 F を作用させて引き抜く

計算と同じになる．このとき管路の変形は引き抜き点に作用する力 F によって決まる距離 L

の範囲で生じ，この範囲よりも右側は変形することなく地盤に固定されている．等分布力

が作用する区間では棒の弾性変形を考えればよく，引き抜き量 δ はこの区間の棒の伸び量に

一致する．すなわち管の軸剛性を EA として引き抜き量 δ は(1.6.2)式となる． 

𝛿 =
𝑝𝐿2

2𝐸𝐴
    (1.6.2) 

(1.6.2)式が示すように，変形する範囲 L が引き抜き量 δ の関数として計算できる．表 1-6-6

に軸変形の方程式と最大軸力の式もあわせて示しておく．地盤変位 δ とともに軸方向の地盤

拘束力𝜏𝑔が同等に影響する式となっている． 
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(c) 段差の計算 

 段差状の地盤変位による曲げ計算においても，地盤変位が大きい場合には一定の地盤反

力を考えるモデルの方が，適合性が高いと考えられる．図 1-6-2(b)に計算モデルを示す．  

 

(a)地盤の水平相対変位            (b)地盤の鉛直相対変位 

図 1-6-2 地盤反力を等分布力とした計算モデル 

 

段差量 2δ だけ左右の地盤が鉛直方向にずれる問題はあるが，地割れと同様に片側だけを

モデル化する．管路の口径を D，軸直角方向の単位面積当たりの地盤拘束力を𝜎𝑔とすると，

管に作用する軸直角方向の等分布力は(1.6.3)式となる． 

 

𝑞 = 𝜎𝑔𝐷      (1.6.3) 

 

段差の場合，計算モデルの左端が δ だけ下方向に移動する計算であり，管路の端部に横力

Q を作用させて押し下げる計算と同じになる．このとき管路の変形は管端から Q によって

決まる距離 L の範囲で生じ，この範囲よりも右側は変形することなく地盤に固定されてい

る 

Q を作用させる点の鉛直変位を δ とする．この δ が地盤の強制変位量となる．支点変位に

よりはりの両端は δ/L の角度で傾くが，はりの弾性曲げ変形により右端のヒンジ点のたわみ

角が 0 になる条件から長さ L を決めることができる．すなわち支点変位によるたわみ角と

等分布力による右端のたわみ角が一致すれば，変形のない区間となめらかに接続できる．

式で表せば管の曲げ剛性を EI とし，単純ばりに等分布力が作用する場合の支点のたわみ角

の公式を用いて(1.6.4)式となる． 

  
𝛿

𝐿
=

𝑞𝐿3

24𝐸𝐼
     (1.6.4)  

表 1-6-6 に長さ L，たわみの式，最大曲げモーメントの式を示している．高圧ガス導管液

状化耐震設計指針 33)にはこの考えに基づき，液状化による地盤変位に対する鋼管の設計式

が紹介されている． 

 

 

 

F 

p 

L  
Q 

q 

L  



39 

表 1-6-6 地割れと段差の計算式 

地割れの計算式 段差の計算式 

𝐿 = √
2𝐸𝐴𝛿

𝑝
 

𝑢(𝑥) = 𝛿 (−(
𝑥

𝐿
)
2

+ 2 (
𝑥

𝐿
)) 

𝑁𝑚𝑎𝑥 = √2𝑝𝐸𝐴𝛿 

 

𝐿 = √
24𝐸𝐼𝛿

𝑞

4

 

𝑤(𝑥) = 𝛿 ((
𝑥

𝐿
)
4

− 2(
𝑥

𝐿
)
3

+ 2
𝑥

𝐿
) 

𝑀𝑚𝑎𝑥 =
𝑞𝐿2

8
=
1

4
√6𝑞𝐸𝐼𝛿 
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(2) 継手構造管路 

(a) 設計フロー 

 図 1-6-3 に鎖構造管路による断層対策管路の設計フローを示す.管路挙動解析は後述する

FEM解析か,簡易設計式により行う.管径,地盤条件によるが,おおむね断層変位が1.6m程度で

あれば,断層対策無しで断層変位に追従できることが判っている 34)
. 

 後述の FEM 解析もしくは簡易計算式により,継手屈曲角度,応力および軸力を算定し,すべ

てを満足するものとする. 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)入力条件 

 1. 6. 2 に示す断層条件,地盤条件に加え,継手構造管路の照査には継手特性が必要となる.一

般的に管軸方向ばね,管軸直角方向ばね,回転ばねとして継手特性を入力する. 

 

(c) 解析手法 I - FEM 解析- 

 図 1-6-4 に解析モデルを示す.管路ははり要素またはシェル要素とし,地盤特性はばね要素

としてモデル化する.移動側の地盤節点に強制変位を与えることで,断層変位を再現する.1. 6. 

3 に FEM 解析を用いた設計事例を示す. 

 

 

 

 

 

 

照査項目 許容値 

継手屈曲角度  各継手の許容値以下※1
 

応力  270MPa 以下※2
 

軸力  3ＤkN 以下※3
 

図 1-6-3 鎖構造管路による断層横断管路設計フロー 

断層対策無しで解析

継手屈曲角度の確認

応力の確認

軸力の確認

長尺継ぎ輪を用いた配管
（スパンの決定）

再確認
(継手屈曲角度)
(応力)、(軸力)

継ぎ輪を用いた配管
（スパン、管長の決定）

再確認
(軸力)

断層対策範囲の決定

OK

OK

OK

NG NG

OK OK

NG

NG

NG

終了

図 1-6-4 解析モデル 

※1 継手形式，呼び径により異なる 

※2 270MPa はダクタイル鋳鉄の 0.2%耐力 

※3 D：呼び径[mm] 

【設計照査基準】 
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(d) 解析手法 II - 簡易設計式 - 

 簡易計算法は断層変位を管軸直角方向と管軸方向の二成分に分け,「継手屈曲角度」,「応

力」,「軸力」を簡易的に算定する方法である.
 22) 簡易計算法は,様々な仮定により,安全側の

値が出力される式であるため,詳細検討が必要な場合は FEM 解析を行う. 

 簡易設計式の詳細については文献 22)を参照のこと. 

 

 

 

 

 

 

(e)断層対策管路の設計（定尺管で評価基準を満足しない場合） 

「継手屈曲角度」,「応力」が超過する場合は継ぎ輪を用いた配管,「軸力」が超過した場

合は,長尺継ぎ輪を用いた配管にて再検討を行う.図 1-6-6 に配管例を示す. 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6-6 長尺継ぎ輪を用いた配管例 

 

(f)断層対策範囲の決定 

断層によるずれの位置は,幅を持って示される.そこで,断層が出現すると想定される範囲

のどこに断層が生じても問題ないように,断層想定範囲を挟むように断層対策を施す必要が

ある.図 1-6-7 に長尺継ぎ輪を用いた配管の例を示す.断層想定範囲を挟むように長尺継ぎ輪

を配置する. 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6-7 断層想定範囲と断層対策範囲 

軸力（軸方向応力）
曲げ応力

（曲げモーメント）

管軸直角方向変位H管軸方向変位 Xg

図 1-6-5 簡易設計式の概要 

断層変位

長尺継ぎ輪を

断層を挟むように設置
管軸方向変位を大きく吸収

長尺継ぎ輪のスパンs は簡易計算法・FEM解析から決定

断層想定範囲

スパン s

断層位置 断層位置 断層位置 長尺継ぎ輪

スパン s スパン s

s/2以上 s/2以上
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1.6.5 設計事例 

(1）一体構造管路 

①溶接鋼管 

溶接鋼管は，継手部は溶接により接合するため，継手の強度は本管と同等以上を有し，

一体構造管路に種別される．溶接鋼管は一般的に軟鋼（SS400）を使用しており，弾性域

こそ約 0.1%と小さいものの，破断伸びまでには約 30%と，大きな塑性領域を持っている．

この塑性域をうまく利用することで，大規模な地盤変位に対応が可能である．ここでは，

「1.6.4 設計手法」で提案された簡易式を用いた断層変位を受ける溶接鋼管の設計事例を

紹介する． 

断層変位を受ける溶接鋼管は，土圧により図に示すような荷重が作用する．ここでは，

断層変位が地盤の降伏変位に比べ非常に大きく，管路に断層変位が生じると地盤はすぐ

に降伏し，一定の地盤反力しか作用しない． 

 

図 1-6-8 断層変位により管路に作用する地盤反力 

断層変位を受ける溶接鋼管に発生する最大曲げモーメントは，（1.6.5）式で計算される． 

𝑀𝑚𝑎𝑥 =
𝑞𝐿2

8
=
1

4
√6𝑞𝐸𝐼𝛿                                                     (1.6.5) 

ここで，q：地盤反力，δ：地盤変位，E：弾性係数，I：断面 2 次モーメント 

   この式より，断層変位と溶接鋼管に発生する歪みの関係は図 1-6-9 が示すように，降伏

棚があるため，弾性域および塑性域で異なる曲線となる． 

 

図 1-6-9 断層変位と溶接鋼管に発生する歪み 
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②水道配水用ポリエチレン管 

一般的に水道配水用ポリエチレン管（以下 HPPE 管）は,継手部が融着継手（EF 接合）に

よって連続的に配管がなされるため，鋼管と同様に一体構造管路と種別される．図 1-6-10

に HPPE 管の実管における応力-ひずみ曲線を示すが 35)，降伏ひずみ 7.8％~11%であり，そ

れまでは明瞭な降伏点が無いことから,弾性挙動で近似できるものと仮定し，（1.6.6）式を用

いて断層変位時の最大曲げひずみの算定を行った．また，HPPE 管の地盤変状に対する許容

ひずみは，降伏ひずみに安全率を乗じ 6%，弾性係数を 1000MPa としている 36)． 

断層変位を受ける HPPE 管に発生する最大曲げひずみは,（1.6.6）式で計算される. 

𝜀𝑚𝑎𝑥 =
𝑀𝑚𝑎𝑥
𝐸𝑊

=
1

2
√
3𝜎𝐺𝛿

𝜋𝐸𝑡
                                                                    (1.6.6) 

ここで，σG：管軸直角方向の最大地盤拘束力，δ：地盤変位，E：弾性係数，t：管厚 

 

 

    管軸直角方向の最大地盤拘束力に関しては，高圧ガス導管耐震設計指針に実管路の埋設

実験を行うことで，管径と土被り，砂の締固めに応じた値が提案されている 29)．同口径

であれば，土被りが深い方が地盤拘束力が大きくなる結果となる．一般的に高圧ガス導

管で使用される管種が鋼管であることを考慮すると，弾性係数が小さい HPPE 管では提

案された値より最大地盤拘束力が小さくなることが想定されるが，ここでは地盤反力を

大きく見積つもる方が安全側の設計であるため，鋼管の実験データを HPPE 管にも採用

し，実験との整合は今後の課題とした． 

図 1-6-11 では高圧ガス導管耐震設計指針 29)に示された最大地盤反力算定図を示す．本

図を用いて，HPPE 管が一般的に埋設される浅層埋設基準 0.6m に合わせて最大地盤拘束

力を算定すると表 1-6-7 に示す，概ね 140～230kN/m
2（砂の内部摩擦角 φ=45 度）である

ことが確認できる．HPPE 管のように弾性係数が小さい管材料では，図 1-6-12 に示すよ
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引張速度：100.0cm/sec(23℃)

降伏点
ネッキング開始点

図 1-6-10  HPPE 管の応力-ひずみ曲線 35) 
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うに地盤変位に滑らかに管体が曲げられることで変形することが特徴であり，軸方向の

変形範囲の中心部で曲率が最も大きくなり，最大ひずみを迎える．ここでは，表 1-6-7

に示す管軸直角方向の最大地盤拘束力を用いて HPPE 管の最大曲げひずみを(1.6.6)式で

計算し，その結果を地盤変位量とひずみの関係として図 1-6-13 にまとめる．(1.6.6)式に

おける地盤変位 δ が断層片側であるため，断層変形量としては 0.8m（呼び径 50～5m（呼

び径 200 までの断層に対して HPPE 管の許容ひずみ 6％以下に収まることが確認できた．

今後は FEM 解析との比較を行い,計算結果の妥当性を検討していく． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-6-7 HPPE 管の管軸直角方向の最大地盤拘束力 σG 

（土被り 0.6m φ=45 度） 

 

 

 

 

呼び径 
外径 

(m) 
Hp/D 

σG 

(kN/m
2
) 

50 0.063 10.02 233 

75 0.090 7.17 204 

100 0.125 5.30 175 

150 0.180 3.83 158 

200 0.250 2.90 140 

図 1-6-11 高圧ガス導管耐震設計指針で提案された最大地盤拘束力 29) 
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呼び径 
地盤変位量 δ 

(m) 

50 0.4 

75 0.6 

100 1.0 

150 1.6 

200 2.5 

図 1-6-12 断層変位による HPPE 変形イメージ（FEM 解析より） 

図 1-6-13 HPPE 管の地盤変位 δ と最大曲げひずみ 
 

表 1-6-8 HPPE 管の地盤変位吸収量 
 

注 1)  地盤変位量δは断層片側の変位 

注 2)  HPPE 管の許容ひずみ 6％として算定 
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(2）継手構造管路（耐震型ダクタイル鉄管） 

 継手構造管路による断層対策管路の設計事例として米国カリフォルニア州サンフェルナ

ンド断層を横断する呼び径 1350 送水管の設計事例を示す 37)
. 

1) プロジェクト概要 

 図 1-6-14 に管路と断層の位置関係を示す.地点 A～O の複数の箇所で,約 3.2kmにわたり断

層と管路布設予定箇所が交差している.今回は想定断層変位量が最大（3.0m）の地点 J の設

計例を報告する.図 1-6-15 に地点 J の解析条件,図 1-6-16 に継手ばね,地盤ばねを示す.断層は

変位量 3.0m,断層交差角度 は 64°の左横ずれ断層である.まず,断層対策無しの管路（呼び径

1350Ｓ形ダクタイル鉄管の定尺 6m 管）で管路挙動解析を行った. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 解析結果 

表 1-6-9 に解析結果を示す.断層変位量が 1.8mまで,軸力が許容値である 3DkN を超過しな

かった.今回の条件では 1.8m までの断層変位には特別な対策を施さなくても追従すること

が判った.今回は想定断層変位が 3.0m であるため,設計フロー（図 1-6-3）にしたがい,通常の

耐震管の 10 倍の伸び量を有する長尺継ぎ輪を配置し,再確認を行った. 

 

 

 

 

 

表 1-6-9 解析結果 

図 1-6-14 プロジェクト概要 

地点J

断層

送水管布設予定箇所
（呼び径1350Ｓ形）

（2.70m）

（1.32m）

64°断層

管路長：200m

呼び径1350Ｓ形
直管（管長6m）

移動側固定側

断層変位量
3.0m

図 1-6-15 地点 J の解析条件 

図 1-6-16 継手ばね・地盤ばね 

Ka
Kb

δa

継手変位δ

軸
力

Kra
Krb

θa

継手屈曲角

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

Ks継手変位δ’

せ
ん
断
荷
重

Ka 9.20×103(kN/m) Kra 1.66×102(kN-m/deg) Ks 2.00×106(kN/m)

Kb 1.98×106(kN/m) Krb 4.28×102(kN-m/deg)

δg 0.0475(m) θa 3.2(°)

管軸直角方向ばね回転ばね管軸方向ばね

k1

δ1

kt1

軸
方
向
摩
擦
力

軸
直
角
方
向
摩
擦
力

k2
kt2

δt1相対変位 相対変位

k1 3.66×104(kN/m) kt1 5.26×104(kN/m)

k2 3.66×101(kN/m) kt2 5.26×101(kN/m)

δa 0.002(m) δt1 0.002(m)

管軸方向ばね 管軸直角方向ばね

条件
継手屈曲

角度（°）

応力

（MPa）

軸力

（kN）

許容できる

断層変位※

断層対策無し 3.8 275 6875 1.8m(軸力)

評価基準 ≦6.0 ≦270 ≦4050 ≧3.0m

※継手屈曲角度・応力・軸力がすべて評価基準を満足する断層変位量

　 括弧内はその断層変位で超過した項目

【継手ばね】 【地盤ばね】 
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3) 解析結果（長尺継ぎ輪を使用した場合） 

図1-6-17に示すように,長尺継ぎ輪のスパンを42mとした管路で再確認を行った.表1-6-10

に解析結果,図1-6-18に軸力の比較を示す.長尺継ぎ輪を使用した結果,軸力が大幅に低減され

た. 

 断層変位量3.0mを受けた後も,軸力が3DkNを超過せず,すべての項目で評価目標を満足し

たため,長尺継ぎ輪のスパンは42mに決定した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 断層対策範囲の決定 

 地点 J での断層想定範囲（地表断層が出現すると考えられる範囲）は 50m であった.そこ

で,図 1-6-19 に示すように,断層想定範囲のどこに断層が生じても,長尺継ぎ輪で断層想定範

囲を挟むように,42m スパンで 3 本の長尺継ぎ輪を配置することとした. 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6-17 解析条件（長尺継ぎ輪を使用した管路） 

長尺継ぎ輪のスパン：42m

断層

管路長：200m

呼び径1350Ｓ形
直管（管長6m）

移動側固定側 64°

長尺継ぎ輪 （2.70m）

（1.32m）

断層変位量
3.0m

図 1-6-18 解析結果の比較 

（軸力，断層変位量 3.0m） 

表 1-6-10 解析結果（長尺継ぎ輪を使用した場合） 

条件
継手屈曲

角度（°）

応力

（MPa）

軸力

（kN）

許容できる

断層変位

断層対策管路 5.1 210 3397 ≧3.0m

評価基準 ≦6.0 ≦270 ≦4050 ≧3.0m
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

-100 -80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80 100

軸
力
（
kN
）

断層からの距離（m）

断層対策管路

断層対策無し

4050kN

3ＤkN

スパン：42m
長尺継ぎ輪

スパン：42m

断層想定範囲：50m 断層想定範囲を
長尺継ぎ輪で挟むように配管

直管

断層想定範囲内であれば、断層の出現
位置によらず断層変位を吸収できる

図 1-6-19 断層対策範囲の決定 
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2. 断層変位を受ける地中管路の対策方法および維持管理方法  

 

2.1 はじめに 

1995 年の兵庫県南部地震や 1999 年の台湾集集地震，同年トルココジャエリ地震で確認さ

れた地表地震断層の変位を受けて，国内外では地震時の断層変位に対する地中管路の対策

について検討されてきた．地盤変位に対する弾性はりモデルの管路挙動の理論解や高度な

有限要素モデルによる応答解析など，設計方法として確立されつつあるが，実設計となる

と断層位置，変位量，断層のすべり方向の想定から各種管路の設計まで詳細な検討を必要

とする場合が多く，重要度が高く，口径が大きい管路の対策事例に限られている．本章に

おいては，既設の対策事例を収集し，設計・施工時の技術的な検討事項と工夫された点に

ついて整理した． 

さらに，断層変位に限らず，これまでに地盤変状対策などで使用されているダクタイル

鉄管，鋼管，ポリエチレン管，伸縮可とう管についてアンケート調査を実施したので，そ

の結果を整理する． 

 

2.2 これまでの断層対策事例 

地中構造物に限らず，既往の対策事例は少ないが，少しずつ事例が増えているのが実情

である．下表については，可能な範囲で収集した既往の対策事例であるが，上水道パイプ

ライン，トンネルなどに対する事例を中心に整理する． 
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表 2-2-1 国内外の水道事業における断層対策事例 

№ 構造物 国名 場所等 新・既 断層名 断層形態 
想定断層変位量 

施工時期 対応策 対象口径 
水平(m) 鉛直(m) 

1 
石油パイプラ

イン 
米国 アラスカ 新設 デナリ断層 

右横ずれ断層 
正断層 

6 1.5 1977年竣工 滑動支沓 不明 

2 
上水道 

（シールド内
配管） 

日本 横須賀市 新設 武山断層 右横ずれ断層 1.5 - 1996年 
伸縮可とう管 
（ステンレス製） 

1200 

3 不明 米国 
サンフランシス
コ湾東海岸地
域水道企業団
（EBMUD） 

不明 不明 不明 不明 不明 不明 
遮断バルブと送水用

ホース 
不明 

4 導水トンネル 米国 新設 
ヘイワード
断層 

右横ずれ断層 2.29 0.15 不明 
パイパストンネル， 
通水管(鋼管) 

1800 

5 
上水道 

（シールド内
配管） 

日本 大阪府 新設 上町断層帯 逆断層 2.6 2.0 2008年 耐震型ダクタイル鉄管 1350 

6 
上水道 

（開削配管） 
日本 福岡県 新設 警固断層帯 左横ずれ断層 2.1 0.5 2015年 耐震型ダクタイル鉄管 1200 

7 上水道 米国 
サンフランシス
コ公共事業委

員会 
新設 

ヘイワード
断層 

右横ずれ断層 1.95 - 不明 ボールジョイント 1800 

8 上水道 
（シールド内
配管） 

日本 
神戸市 

大容量送水管 
新設 会下山断層 逆断層 1.6 0.32 2015年 断層用鋼管 2400 

9 日本 
東京都 

多摩南北幹線 
新設 立川断層 

逆断層 - 3.0 
2018年 断層用鋼管 2000 

左横ずれ断層 3.0 1.5 

10 上水道 米国 
カリフォルニア

州 
新設 

サンフェル
ナンド断層 

左横ずれ断層 1.32 2.70 2019年 耐震型ダクタイル鉄管 1350 

11 上水道 日本 金沢市 － 
森本－富樫
断層帯 

逆断層 2.2 2 － 耐震型ダクタイル鉄管 － 
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(1) 米国アラスカ 石油パイプライン 1) 

1) 断層の諸元 

アラスカを南北に縦断するパイプラインと交差するデナリ断層面はほぼ鉛直であり，断

層の形態は南側が上盤となる正断層の動きを含んだ右横ずれ断層である．想定された断層

変位量は，水平方向が 6.0m，鉛直方向が 1.5m である． 

2002 年 11 月 3 日に，アラスカで M7.9 の Denali Fault 地震が発生した．この地震では東西

方向に全長 650km のデナリ断層の変位は約 334km の範囲に発生し，断層変位は水平方向に

最大 8.8m，垂直方向に最大 4m が確認された． 

 

2) 対策事例 

図 2-2-2に示すように，断層を横切る場所には，横方向に Sliderbeamというレールを敷き，

その上に Teflon Shoe という台を置いてパイプラインが横滑りしやすいように工夫がなされ

た．パイプもフレキシブルで，垂直方向の変位にも対応できるように，パイプを支える台

にはダンパーがつけられた．想定された断層変位量（垂直方向 1.5m，水平方向 6m）に対し，

2002 年の Denali Fault 地震時のパイプライン敷設場所での変位は，垂直方向に 75cm，水平

方向に 4.2m であった（USGS，2003）．上記の対策によりパイプラインの破損は免れ，環境

破壊の発生が回避された．図 2-2-2 の左側が地震前，右側が地震後の写真である． 

 

 

 

  

  

図 2-2-1 パイプラインと断層の位置

（USGS，2003） 

図 2-2-2 アラスカ横断石油パイプラインの活断層対

策（Nyman etal. （2014）に加筆） 

（左：地震前，右：地震後，赤の破線は断層） 
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(2) 横須賀市 太田和配水幹線 2) 

1) 断層の諸元 

武山断層は活動度 A ランクであり，長さ 10km にわたる右横ずれ断層とされている．こ

の断層が動くことによって発生する地震の規模は M7，断層変位は 1.5m 程度と推定されて

いる． 

断層の活動周期は 400～1600 年とされ，非常に発生確率が低い状況にあったが，前回の

地震による右ずれ変動の年代特定が困難であったことから，水道幹線の供用期間中に発生

する可能性もあると考えられた．そのため，路線の地上踏査やシールド掘削中の土質デー

タの調査を行い，路線と断層が交差する位置の特定を行った．断層周辺の土質は葉山泥岩

層の破砕程度と分類され，断層に近くなるにしたがって中度～高度に破砕化されていた． 

 

2 ) 対策事例 

共同溝は延長 2,830m，土被り 9～66m，外径 3,480mm，

セグメント内径 3,050mm であり，上半に下水道管 φ900

と通信用サヤ管，下半に水道管 φ1200 が配置されてい

る．シールド断面図を図 2-2-3 に示す． 

水道管には，水道用モルタルライニング鋼管が採用

され，断層対策箇所には伸縮可とう管が採用され，7

箇所に設置された．伸縮可とう管の構造は図 2-2-4 に示

す通りで，水道管本管と同径同厚のステンレス製蛇腹

管 3 体と鋼管で構成されており，１基の延長は 18m で

ある．この伸縮可とう管１基で，断層 1,600mm の「軸

ずれ」および，±80mm の「伸縮」に追従できるとされている．また，伸縮可とう管の稼働

を容易にするため，中詰めはコンクリートでなく低強度のエアモルタルが使用された． 

 

図 2-2-4 伸縮可とう管の組み合わせ（猪狩，1996） 

 

  

 

図 2-2-3 シールド断面図（猪狩，

1996） 
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(3) EBMUD 遮断バルブと送水用ホース（地盤工学会，2002）1) 

1) 断層の諸元 

対策を行う上で考慮されたヘイワード断層の変位量等の緒元については不明． 

2) 対策事例 

EBMUD（East Bay Municipal Utility District）が管轄する貯水池（Pardee 湖）からの送水管

路で断層変位対策が行われている．図 2-2-5 に示すように，この送水管路はヘイワード断層

とコンコルド断層の 2 つの活断層を横切っている．断層との交差位置に，図 2-2-6 に示す遮

断バルブと一次バイパス用の連結ホースが設置され，断層による地震変位が発生したとし

てもバルブ操作により送水遮断を防止する対策が施されている．断層の両側にそれぞれ遠

隔操作で作動する緊急遮断弁，連結ホースが数条敷設され，水量損失を最小限に抑えるこ

とが意図されている． 

 

図 2-2-5 送水管と断層の位置関係（濱田，2015：Diemer（1998）原図） 

 

図 2-2-6 緊急時の遮断用バルブと送水用ホース（濱田，2015：Diemer（1998）原図） 
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(4) EBMUD クレアモント導水トンネル 3)
 

1) 断層の諸元 

クレアモント導水トンネルでは，図 2-2-7

のように，地震により右横ずれ断層のヘイ

ワード断層が動き，幅 60ft.(18.3m)の主断層

内 で は 7.5ft.(2.29m) の 水 平 変 位 と

0.5ft.(0.15m)の鉛直変位が発生し，主断層を

挟んだ幅 920ft.(280m) の副断層内では

2.25ft.(0.69m)の誘発的な変位が発生すると

推定された． 

 

2) 対策事例 

対策は，ヘイワード断

層との交差部における

既存トンネルに並行し

た 1,570ft.(479m)のバイ

パストンネルの設置と

既設トンネルでのライ

ニング補修と裏込注入

である．バイパストンネ

ルは，既設トンネルと平

行であり，断層帯とほぼ

直角に交差している．図

2-2-8 は交差部のバイパ

ストンネルの断面であり，断層が 8.5ft.ずれた後，トンネル断面が閉塞しないように，断層

変位量を考慮して幅 17ft.(5.2m)とされている．また，断層との交差部には，直径 6ft.(1.83m)，

厚さ 3inch(7.62cm)，延長 85ft.(25.9m)の鋼製の通水管も設置され，主断層が変位して土砂が

流入した場合でも，130MGD の通水が確保できるようになっている．さらに，バイパスト

ンネルの壁は，拡幅部分ではトンネル左右にコンクリートを充填した 8.5ft.の増し厚構造，

副断層部分では 2.5ft.(0.76m)の厚さとして，土砂流入を避けるようになされている．8.5ft.

の断層変位が発生した場合は，既設トンネルの機能は喪失するが，バイパストンネルによ

り通水機能が確保できるとされている． 

 

  

 

図 2-2-7 ヘイワード断層とクレモンとトンネルの

概要図 

 

図 2-2-8 主断層との交差部のトンネル構造図 
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(5) 上町断層帯を横断する φ1350US 形ダクタイル鉄管（シールド内配管）4) 

1) 断層の諸元 

上町断層帯は大阪平野に位置する断層帯で，豊中市から岸和田市に至る．全体の長さは

約 42 ㎞でほぼ南北に延びており，断層帯の東側が西側に 38°の傾きで乗り上げる逆断層で

ある．今後 30 年の間に地震が発生する可能性が，日本の主要な活断層の中で高いグループ

に属すると想定される． 

上町断層帯の長さを約 42km とすると，マグニチュードは 7.5 程度，断層変位量は最大約

3.3m(水平方向 2.6m，鉛直方向 2.0m)と推定される． 

断層による影響範囲は，850m と設定された． 

 

2) 対策事例 

口径 1350mm バイパス配水管布設工事において，セグメント外径 2206mm のシールド工

法による管路が，上町断層帯と交差するように配管された． 

内挿管は，断層による影響範囲内に，伸縮離脱防止機構を有する US 形ダクタイル鉄管が

配管された．セグメント対策としては，レベル 2 地震動において終局的な破壊が発生しな

いことが分かったため，可とうセグメントによる対策は行われなかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-9 断層横断部の配管状況 4) 

 

 

  

38°

断層面

影響範囲：850m

US形ダクタイル鉄管

3.3m
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(6) 警固断層を横断する φ1200S 形ダクタイル鉄管（開削配管）5) 

1) 断層の諸元 

警固断層帯は，玄海灘から博多湾を経て

福岡平野にかけてほぼ北西-南東に分布す

る長さ約 27km の左横ずれの活断層帯で

ある．地震の規模を示すマグニチュードは

7.2 程度と推定され，地震発生時における

断層近傍の地表面では，2.1m の水平変位

と 0.5m の鉛直変位（傾き約 13°），2.16ｍ

の合成変位が生じる可能性がある．断層が

影響を及ぼす範囲は，警固断層帯の前後

100m（計 200m）区間と設定された． 

 

2) 対策事例 

断層横断部の影響範囲について，呼び径

1200 の S 形ダクタイル鉄管が採用され，

FEM 解析により 2.16m の変位でも許容値

を超えて屈曲しない配管が検証された．検

証の結果，1 本 6m の直管を効率的に利用

することとし，地盤が固い区間は管長 1.5m

の管及び管長 2.25m の管と継ぎ輪で配管さ

れた．比較的柔らかい区間は，管長 4.5m の

管と継ぎ輪で配管された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-13 警固断層帯横断箇所の配管図 5) 

 

 

図 2-2-10 警固断層帯 6) 

 

図 2-2-11 想定断層変位 6) 

 

図 2-2-12 断層位置及び配管位置 6) 

2.1m

0
.5

m

13°

送水管路横断箇所 

影響範囲:200m 

警固断層 

配管位置 

断層の長さ 約27km
断層のタイプ 左横ずれ断層
地震の規模 マグニチュード7.2
地震発生確率
（今後30年以内）

0.3～6%
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(7) サンフランシスコ ボールジョイント 6) 

1) 断層の諸元 

サンフランシスコの水道事業体である SFPUC(San Francisco Public Utilities Commission)で

は導送水管がアメリカの三大活断層であるサン・アンドレアス，ヘイワード並びにカラベ

ラス断層を横断していることで，地震に対する脆弱性が懸念されていた．2008 年に米国地

質研究所は，今後 30 年間に 3 つの断層のいずれかを震源とする大規模地震発生の可能性を

63%と発表している．ヘイワード断層では，3 つの断層痕跡それぞれの地質調査に基づき，

断層変位量が表 2-2-2 のように設定された．管路と断層の交差角は 45°～50°と推定された． 

表 2-2-2 ヘイワード断層 

設計変位 

 

 

 

 

 

 

 

2) 対策事例 

断層B部では断層変位を管の回転と伸縮に分けて吸収するため，断層の両端部に距離 60m

でボールジョイントが，北端部に伸縮ジョイントが配置され，口径 1,800mm 管厚 25mm の

管がセグメント型管防護室内部に配管された．ボールジョイントは最大曲げ角度 12°でヘイ

ワード断層の断層変位 2m に耐え，伸縮ジョイントは 2.7m の圧縮，0.3m の引張に耐えられ

るものが使用された． 

断層 A 部を横断する区間は，管厚 32mm の溶接鋼管を既設 φ2900mm の波形鋼管の内部に

布設された． 

断層 C 部を横断する区間は，想定される水平及び垂直変位に耐える高強度の，管厚 25mm

の送水管が布設された． 

 

図 2-2-15 断層対策におけるボールジョイントの設置位置 

 

図 2-2-14 断層位置 

断層
水平 0.3
垂直 2.1
水平 1.95
垂直 0
水平 0.15
垂直 0.15

A

B

C

変位(m)
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(8) 日本国内（神戸市，水道管路，シールド内配管）7) 

1) 断層の諸元 

神戸市内には多数の断層が存在しており，これらのうち「会下山断層」と横断せざるを

得ない大容量送水管のルートについては，地形資料等の判読，反射法地震探査およびボー

リング調査（約 60m×3 孔（傾斜 2 孔，鉛直 1 孔））によって断層の存在を確認し，横断位置

が特定された． 

会下山断層は六甲山断層系に含まれる断層で，活動周期が 800～2400 年の右横ずれ断層

であり，断層変位が約 1.5m と推定された． 

 

2) 対策事例 

会下山断層と大容量送水管との交差角

106°として，断層用鋼管の仕様（波形部形

状，塑性ヒンジ間距離，山数）および最適

配置位置（波形部の設置間隔，設置個数）

が FEM（有限要素法）解析等により検討さ

れた．その結果，断層用鋼管の波形部を 4

個×5m 間隔で設置する案が最適案となり，

断層用鋼管が採用された． 

断層用鋼管の FEM 解析による性能確認として，①変形状態の確認（設定許容曲げ角度），

②通水断面の照査を行うとともに，断層用鋼管の実管を用いた曲げ性能実験により，妥当

性が確認された． 

 

  

図 2-2-16 断層用鋼管の挙動イメージ 
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(9) 日本国内（東京都，水道管路，シールド内配管）8) 

1) 断層の諸元 

検討対象である立川断層は逆断層又は縦横ずれ断層と推定されており，すべり量は 3.0～

3.4m（表 2-2-3 参照）と推定されている．立川断層は断層面が表層まで達しない「撓曲」と

された．撓曲層内に鋼管路が布設された場合，主に管軸方向の圧縮変形が作用するほか，

地震の規模によっては新たに断層面が形成する場合も想定された． 

表 2-2-3 立川断層の諸元 

ケース 交差角 すべり量（鉛直） すべり量（水平） すべり量（合成） 

ケース１（逆断層） 60 度 3.0m - 3.0m 

ケース２（縦横ずれ断層） 80 度 1.5m 3.0m 3.4m 

 

2) 対策事例 

東大和給水所から拝島給水所までの延長約 10.6km の送水管（φ2,000）はシールドトンネ

ル内に布設され，立川断層を横切る計画であった．立川断層は延長 28km におよび，送水管

ルートを変更して断層を回避することが困難なため，断層対策工が求められていた．立川

断層の地盤は撓曲構造を有しており，軸圧縮変形とせん断変形の両方に対応する必要があ

る（図 2-2-17，図 2-2-18 参照）とされ，従来型の断層用鋼管を基に開発された撓曲構造対

応型断層用鋼管が断層対策工として採用された． 

 
 

図 2-2-17 撓曲構造による軸圧縮変形 図 2-2-18 断層変位によるせん断変形 

 

図 2-2-19 解析結果 

 

 

  

断層面 
送水管 

軸圧縮変形 

断層面 
送水管 

せん断変形 

断層面 

10.9° 
すべり量 

3.4m 
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(10) 米国（カリフォルニア州，水道管路）9) 

1) 断層の諸元 

米国カリフォルニア州サンフェルナンド断層を横断する呼び径 1350 送水管について，図

2-2-20 に管路と断層の位置関係を示す．地点 A～O の複数個所で，3.2km に渡り断層と管路

布設箇所が交差する．サンフェルナンド断層は左横ずれ断層であり，図中の地点 J で断層変

位が最大 3m，断層交差角が 64°と推定された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-20 サンフェルナンド断層と管路の位置関係 

 

2) 対策事例 

図 2-2-21 に示す通り，S 形ダクタイル鉄管を使用すれば，断層変位量が 1.8m までは，軸

力は許容値である 3DkN を超えず，特別な対策が不要であるとされた．断層変位量が最大

3mであることから，図 2-2-22 に示すように通常の 10 倍の伸縮量を有する長尺継ぎ輪が 42m

間隔で配置された．断層変位に継手の伸縮・屈曲で追従し管が塑性変形しない設計が行わ

れた．詳細は P46 の「1.6.5 設計事例 (2)継手構造管路」に記載． 

 

  

図 2-2-21 S形ダクタイル管路 図 2-2-22 S形ダクタイル管路（長尺継ぎ輪） 

 

  

（2.70m）

（1.32m）

64°断層

管路長：200m

呼び径1350Ｓ形
直管（管長6m）

移動側固定側

断層変位量
3.0m

長尺継ぎ輪のスパン：42m

断層

管路長：200m

呼び径1350Ｓ形
直管（管長6m）

移動側固定側 64°

長尺継ぎ輪 （2.70m）

（1.32m）

断層変位量
3.0m

地点J

断層

送水管布設予定箇所
（呼び径1350Ｓ形）
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(11) 森本－富樫断層帯を横断する水道管路 10),11),12) 

1) 断層の諸元 

森本－富樫断層帯は,金沢市の中心部を通って南北に約 26km にわたって分布する逆断層

である.地震の規模を示すマグニチュードは 7.2 程度と推定され,断層帯の 1 回の活動による

変位量は 3m 程度（水平変位：約 2.2m,鉛直変位：約 2m）とされている.断層帯の長期評価

において,今後 30 年以内に大きな地震が起こるリスクは S ランク(高い)を評価されている.

表 2-2-4 に森本－富樫断層帯の緒元を示す. 

表 2-2-4 森本－富樫断層帯の緒元 

長さ 約 26km 

傾斜角 40～60°程度 

断層の種類 逆断層 

想定断層変位量 3m 程度（水平 2.2m，鉛直 2.0m） 

地震の規模 M7.2 程度 

地震発生確率 2-8%（S ランク） 

 

2) 対策検討事例 

森本－富樫断層帯が地表面に至る断層位置のずれを考慮した断層影響範囲は 76m と設定

され,断層と交差する基幹管路の FEM 挙動解析による安全性評価により,以下のように対策

方法が検討された. 

①断層変位量が 1.6m 程度以下であれば,耐震型ダクタイル鉄管で対応できる. 

②最大 3m の断層変位が考慮される場合,図 2-2-23 に示す方法で断層対策を行うこととさ

れた. 

 

         (直管管路)              （異形管管路） 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-23 管路の断層対策方法 

 

継ぎ輪+離脱防止金具

2m以内

一体化範囲

一
体
化
範
囲

断層影響範囲

継ぎ輪
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2.3 断層変位に追従した事例 

融着継手を用いた水道配水用ポリエチレン管は，比較的小口径の管路に使用されており，

現状は 1m を超えるような大規模な断層変位を受ける箇所を横断する場合を想定した送水

機能までは要求されていないのが実態である．この為，現状では断層横断を想定した特殊

継手はラインナップされていない． 

但し，ポリエチレン管自体の持つ変形特性により地盤変位に追従することが可能であり，

過去にも 2014 年長野県神城断層地震において長野県白馬村にて約 80cm の断層変位を受け

たにも関わらず，通水機能を確保していた事例が存在する．以下にその概要を説明する． 

 

＜2014 年長野県神城断層地震の例＞ 

1)地盤の状況 

断層は村道を横断するように存在しており，写真 2-3-1 に示す約 80cm の垂直変位及び    

約 30cm の水平変位が観測された． 

 

2)水道配水用ポリエチレン管の状況 

水道配水用ポリエチレン管口径 75mm は村道に沿って敷設されていたが，地震発生後も

断水や水圧低下は見られずそのまま供用されていた． 

一方，水道配水用ポリエチレン管の下に埋設されていた鉄筋コンクリート管口径 450mm

は破損し，通水機能が維持できていなかった為，本補修工事に合わせて水道配水用ポリエ

チレン管の掘り上げ調査を行った．その結果，掘り上げ時の水道配水用ポリエチレン管は，

写真 2-3-2 に示すとおり緩やかに変形していることが確認できた．また，水道配水用ポリ

エチレン管の管頂部高さを測量した結果，断層境界から約 300cm の範囲で変形が集中して

おり，垂直変位差は 69.8cm で地表の変位（＝80cm）に近い値であった． 

 

  

写真 2-3-1 塩島地区地表変位 

（垂直変位約 80cm） 

写真 2-3-2 掘削時に確認できた 

旧地表面の変位 
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2.4 アンケート調査 

断層変位に関わる既存の対策事例を把握するため，下記の団体を対象にアンケート調査

を実施した．日本水道工業団体連合会については，連合会を経由して，民間企業 6 社から

回答を得た．結果として，3 団体と民間企業 6 社から回答があり，その回答内容を以下に示

す． 

また，下記の２つの事項について，本章で盛り込むことができなかったため，最終成果

報告書に向けて，今後で検討していく． 

 

・断層変位を受ける地中管路の維持管理方法 

・上水道パイプライン，トンネル以外の構造物の対策事例 

 

【対象団体】 

・日本水道工業団体連合会 

・日本水道鋼管協会 

・日本ダクタイル鉄管協会 

・配水用ポリエチレンパイプシステム協会 

 

【アンケート調査実施時期】 

・2018 年 10 月～2019 年 6 月 

 

【アンケート項目】 

（１） 特徴 

・どのようにして断層変位に対応するのですか 

（① 管材で変位を吸収，②継手部で変位を吸収，③地盤で対応） 

（２） 実績 

・断層対策として採用された実績はありますか 

・断層変位に耐えた事例はありますか 

・採用事例 
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表 2-4-1 アンケート調査結果 

項目 
断層用鋼管 ダクタイル鉄管 ポリエチレン管 伸縮可とう管 

日本水道鋼管協会 日本ダクタイル鉄管協会 
配水用ポリエチレンパイプシ

ステム協会 
ボール型 ベローズ型 クローザー型 ゴム型 

特
長 

どのよう
にして断
層変位に
対応する
の で す
か？ 

１．管材で変位を吸収 ２．継手部で変位を吸収 １．管材で変位を吸収 ２．継手部で変位を吸
収 

２．継手部で変
位を吸収 

２．継手部で変
位を吸収 

２．継手部で
変位を吸収 

断層変位が作用する箇所
に，予め変形し易い山形の
部位（座屈波形部）を設置
し，断層変位に対応する 

・各継手が伸縮・屈曲・離脱防止機
能を備え，鎖構造管路を構築でき
ることで，断層変位に対応する 
・大きな断層変位が想定される場
合は，長尺継ぎ輪等を適正に配置
することで対応可能 

水道配水用ポリエチレンは口
径 50～300 の範囲で，柔軟
性に富む材料特性と管体強
度以上の接合部強度を有す
るＥＦ接合等で一体構造管路
を構築できるため，地盤変位
に対して管体全体が変形す
ることで吸収可能 

伸縮可とう管の継手が
ボール構造になってい
る事で，屈曲性があり，
またボール内に伸縮機
能を備えている．この
構造により大きな曲が
りに追従でき，地盤の
変位に対応可能 

可動部であるベ
ローズ（蛇腹部）
が屈曲性と伸縮
性を備えてお
り，想定された
地盤変位に対
応する 

継手部の屈曲
性と伸縮性によ
り，せん断変位
を 3次元的に複
合で吸収 

過去の事例
において，ゴ
ム型伸縮可
とう管で断
層を目的と
して採用さ
れた事例無
し 

実
績 

断層対策
として採
用実績 

・東京都や神戸市等の大規
模事業体で採用・施工実績
がある．設計対応中の案件
が複数ある 

・国内外に採用・施工実績がある．
設計検討中の案件もある． 

断層対策として採用された実
績はないが，結果として断層
横断箇所でも機能が発揮で
きたことを確認している 

断層の変位に対応する
ため，採用された実績
はある 

横須賀市共同
溝（武山断層） 

断層対策用とし
ての納入実績
はない 

断層対策用
としての納
入実績はな
い 

断層変位
に耐えた
事例 

・断層用鋼管の布設された
場所は，断層変位が確認さ
れておらず，具体的な事例
はない．但し，性能確認実
験等で管路挙動を把握して
いる．京都大学やコーネル
大学等で，軸圧縮・軸引張・
曲げ・繰り返し・土層実験を
行っており，断層用鋼管の
安全性を確認している． 

・大きな断層変位が生じた位置に
埋設されていた耐震型ダクタイル
鉄管がなく，事例は未だない 
・但し，大きな地盤変位を想定した
大型土槽実験で，管路挙動が確認
されている 

・事例はある．長野県神城断
層地震において，鉛直８０ｃ
ｍ，水平３０ｃｍの地表変位
が見られた箇所に管路が敷
設されていが，地震後も通水
機能が確保されていた．上記
箇所の堀上調査を実施した
結果，管路に局所的な変形
は見られず，緩やかに変形す
ることが確認できた 

確認していない 確認していない 確認していない 断層対策用
としての納
入実績はな
い 

採用事例 ・2012 年 神戸市水道局 
2,400A 
・2018 年 東京都水道局 
2,000A 
 

・φ1350×850m：断層変位 3.3m (大
阪府) 
・φ1200×200m：断層変位 2.16m 
（福岡県） 
・φ1350，φ300×約 3200m：断層変
位 3m （LosAngeles） 
・φ600×約 220m：断層変位 1.8m 
(Hayward) 
・φ1200×約 3000m：断層変位 1.5m 
(LosAngeles) 
・φ1500，φ1650，φ1800×約 220m：
想定地盤変位 2.9m  (SantaClara) 

- 

・可撓伸縮管の使用場
所は事業体や設計会
社にて決定されるた
め，十分に確認できて
いない 

(採用実績) 
・Φ1200(横須賀
市, 武山断層) 

・1959 年よりク
ローザー型を多
くの自治体に納
入設置してお
り，断層部へ設
置した可能性も
あるが，十分に
確認できていな
い． 

- 
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3. 数値解析手法 

 

3.1 設計に際して考慮すべき要素と解析評価法の基本的考え方 

 断層変位を受ける構造物に関して，断層変位を受けた際の変位挙動や構造物内に発生す

る応力等を定量的に評価し，合理的な設計を行うためには，断層，地盤，構造物，数値解

析法等の様々な要因を考慮する必要がある．ここでは，断層変位を受ける構造物の健全性

の評価や断層対策の合理化を行う場合に解析評価に影響すると考えられる要因を列挙する

とともに，想定される事象に応じた数値解析法について概要を整理する． 

 

(1) 基本的流れ 

断層変位を受ける構造物の健全性の評価および対策技術の検討の基本的流れを図 3-1-1に

示す．健全性を定量的に評価し，必要に応じて合理的な対策を講じるためには，地盤，断

層，構造物の情報を入手し，想定される事象に応じた解析評価を行うことが必要になる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-1 断層変位に対する健全性評価と対策検討の基本的流れ 

 

(2) 設計に際して考慮すべき要素（影響要因） 

断層変位に対する健全性評価，対策技術検討に関して影響を及ぼすと考えられる事項を

表 3-1 に示す．強震動に対する耐震設計では，地震動を生み出す主断層（震源断層）が評価

対象となるが，断層変位に対する設計では，断層変位を発生する断層が評価対象となり，

主断層（震源断層）だけでなく副断層（地震断層），分岐断層も評価対象となる．従来の活

断層研究は，地震動を生み出す主断層に主眼が置かれているため，主断層に関しては出現

位置や想定される変位量等についての情報が公表されている場合が多いが，副断層，分岐

断層に関しては出現位置等の情報が分からない場合が多いとされる．そのため，副断層，

分岐断層に関して出現位置が明確ではない場合は，従来の活断層研究の知見のみならず，

構造物の特性
（形状,寸法,剛性等）

（必要に応じて）合理的対策

断層と構造物の位置関係

地盤の特性
（剛性等）

断層の特性
（形態,位置,幅,変位量等）

断層・地盤・構造物連成系の相互影響の解析評価
（想定される事象に応じて，静的，動的，2D，3D等）

変位挙動評価、応力評価
（許容される変位量、応力値）

健全性の評価
（損傷・破壊の評価）
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リニアメントや確実度の低い断層等の考慮等が必要になる．断層の特性については，断層

の形態，厚さ（幅），変位量が重要な要素となる．断層の形態は，地盤内の応力場の模擬，

断層の変位方向の設定に関して，断層の厚さは，構造物に対する断層変位の影響度に関し

て，断層の変位量は，構造物の損傷・破壊の定量的評価にとって重要な要素になる． 

 地盤に関しては，地盤の硬軟が重要な要素になる．硬質岩盤であれば断層変位が直接的

に構造物の作用する状況を想定する必要があり，軟質地盤であれば地盤による断層変位の

吸収・緩和を想定する必要がある． 

 構造物に関しては，構造，形状，規模・寸法，材質，許容される変位量・応力値等の特

性が様々であり，個々の構造物の特質に応じた条件設定と解析評価が必要になる．断層変

位に対しては，耐震継手，伸縮継手等の非連続的構造の影響も考える必要が生じるので，

継手の配置や性能等の重要な要素になると考えられる． 

表 3-1-1 設計に際して考慮すべき要素 

（健全性評価および対策技術検討等における影響要素） 

項 目 要 素 概  要 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

断 

層 

種類 主断層 
（震源断層） 

分布位置 
→従来の活断層研究の主対象 

 
出現位置 
・予測できる場合 
・予測できない場合 

副断層 
（地震断層） 

出現位置 

分岐断層 出現位置 

形態 逆断層 圧縮応力状態での断層変位 
・圧縮応力場でのせん断変位 

 
初期応力状態の影響 
・断層の形態に応じた
初期応力状態の模擬 

正断層 引張応力状態での断層変位 
・引張応力場でのせん断変位 

横ずれ断層 せん断応力状態での断層変位 
・地中管路との交差角によっ
て，圧縮応力場か引張応力場の
せん断変位となる． 

蝶番断層 曲げ応力状態での断層変位 
・曲げ応力場でのせん断変位 

厚さ 厚さが無い断層 破砕帯や弱層等が無い 断層の厚さの影響 
・構造物に対する断層
変位の影響の緩和効
果 

厚さが有る断層 破砕帯や弱層等が介在する断

層 

変位 

速度 

低速 断層の変位速度が低速の場合 断層の変位速度の影
響 
・高速度下での地盤の
剛性の影響 

高速 断層の変位速度が高速の場合 

変位量 数 mm オーダー 影響：微小  
数十 cm，数 mオーダの
断層変位に対する健
全性の評価が重要 

数 cm オーダ 小規模な構造物では影響：大 

数十 cm オーダ 構造物に及ぼす影響：大 

数 m オーダ 構造物に及ぼす影響：重大 
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項 目 要 素 概  要 備  考 

 
 
 
 
 

地 

盤 

岩盤 岩盤 

山間部の構造物 

断層変位が構造物に 

直接的に作用  

周辺地盤の硬軟の影
響 

 

・断層変位が直接的に
構造物に作用する場
合 

・断層変位が間接的に
構造物に作用する場
合 

地盤 硬質地盤 

内陸部の構造物 

地盤による断層変位の 

吸収／緩和効果➡小 

軟質地盤 

平野部の構造物 

地盤による断層変位の 

吸収／緩和効果➡中 

軟弱地盤 

臨海部の構造物 

地盤による断層変位の 

吸収／緩和効果➡大 

液状化地盤 

臨海部・埋立部 

液状化が発生した場合の 

断層変位の吸収効果 

土被り 地下浅部  
土被り，地圧の影響 

地下深部  

 
 
 
 
 
 

構 

造 

物 

平面 

形状 

線状構造物 水道，道路，鉄道，トンネル 断層変位に対する 

線状構造物の特質 

断面 

形状 

円形  
 

矩形  

規模 

寸法 

小規模，小口径 被災時の社会的影響度：小 

想定される破壊形式 

許容される破壊形式 

大規模，大口径 被災時の社会的影響度：大 

材質 RC 製 引張破壊，せん断破壊，曲げ破

壊 

鋼製 座屈，引き抜け，非線形 

FRP 製  

継手 非継手構造 一体構造 

→連続挙動 
応力評価が主体 

継手構造 耐震継手，伸縮継手 

→非連続挙動 

非連続的な変位挙動
の評価が重要 

断層と構造

物の位置関

係 

 

横断 構造物を横断 

断層と構造物の位置
関係に応じて三次元
性の考慮が重要 

縦断 構造物を縦断 

斜めに横断 構造物を斜めに横断 

三次元性の考慮が必要 
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3.2 利用できる数値解析手法の整理 

断層変位のシミュレーションとは，地殻や地盤を通って地表に達する破壊過程を数値解

析により求めることである．従って，表層地盤への影響を考慮する際，想定された地震に

対して断層が地表に現れるか否か，地表に現れる場合には断層の位置，変位等はどうなる

か評価するものであり，浅層地盤を対象とした大変形問題となる（堀，2008）． 

シミュレーションの元となる物理モデルは，連続体に基づくモデルと，粒状態に基づく

モデルに大別できる．以下に，それぞれのモデルの概要を説明するとともに，表 3-2-1 およ

び表 3-2-2 に「断層変位による地表変動量評価手法」（静的および動的）としてまとめた． 

 

(1) 食い違いの弾性論（断層変位評価小委員会研究報告書 1）より抜粋） 

食い違いの弾性論（elasticity theory of dislocation）は，断層運動に対する地盤の変位，ひ

ずみ・応力変化量を求める手法として，現在最も広く用いられる手法である．基本的な理

論は，Steketee（1958）2)により展開された．地盤を弾性体と仮定し，力と食い違いの等価性

に基づき，断層のずれと等価な単位点力源と任意の位置での変位を関係づける．さらに点

力源を断層面上に与えることにより，変位場を求める積分方程式が得られる．食い違いの

弾性論の解析式を与える文献は複数存在するが，いずれも矩形断層を仮定することにより

この積分方程式を利用可能な形式まで展開したものである．その代表的なものである 

Okada（1985，1992）3)4)の式は，任意のポアソン比に対する横ずれ断層，縦ずれ断層に加え，

割れ目噴火に対応する開口断層による変位，ひずみ，傾斜の式を与えている．このうち Okada

（1985）は地表面に対する式であるが，Okada（1992）は地中まで拡張したものである． 

食い違いの弾性論により得られる変位等は解析解であるため，計算に要する時間が一般

的な数値解法に比較して短く，計算格子間隔に依存しない唯一の解が任意の位置で得られ

る．断層のすべり量と地盤の変位等に線形の関係があるため，断層面上のすべり量の不均

質性は，断層面をすべり量の異なる複数の矩形に分割することにより容易に考慮できる．

こうした理由から，断層形状や活動様式の不確かさを想定した多数の計算を実施し，地盤

変位やひずみの分布に与える影響を考慮する必要がある場面では，実務上の利点がある．

その一方で，半無限均質地盤を仮定しているため，地盤物性の不均質性や地形は考慮され

ない．また，断層のすべり量と地盤変位の関係に非線形性が強く働く条件では，誤差が大

きくなる可能性がある． 

 

(2) 有限要素法（平成 28 年度原子力規制庁委託成果報告書 断層変位評価手法の検討 5）お

よび断層変位評価小委員会研究報告書 1）より抜粋） 

有限要素法(FEM)では連続体の変形に関する支配方程式に対して，ガラーキン法を用いる

ことで等価な弱形式（仮想仕事の原理）による離散化を行う(Zienkiewicz 他,1996) ．この手

続きにおいて，要素内の物理量を節点値から補間する内挿関数と要素領域積分を必要とす

るが，要素内で完結する内挿計算は境界条件の設定などにおいて大きな優位点となってい
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る．なお，計算精度はメッシュ分解能の他に要素種別（内挿関数）や要素形状，積分手法

の影響を受けるが，要素変形の小さい変形領域では良質なメッシュと適切な要素選択によ

って高精度な解析結果が期待できる．一方で，大変形問題においては微小変形問題を有限

変形に置き換えれば良いというわけではなく，メッシュ形状の更新などを考慮する必要が

ある．有限要素法は本来連続体を対象とした解析手法であるが，ジョイント要素を用いる

ことで断層面のモデル化が可能であり，例えば谷山らの研究(1998)に見られるように弾塑性

体間の不連続面にジョイント要素を挿入した検討がなされている．また，3 次元モデルを

用いることで(水本・他,2005)，縦ずれ断層だけでなく横ずれ断層の解析にも適用することが

できる．実務では食い違い弾性論などにより境界と断層面のずれ量を設定した静力学的モ

デルによる検討が一般的であるが，動的 3 次元非線形解析の適用事例(有賀・他,2008)など

も行われている．しかしながら，ジョイント要素を用いた古典的な有限要素解析では，解

析モデルに予め不連続面を設定する必要があり，破壊によって不連続面や不連続領域が拡

大する問題への適用は難しい．また，大変形の発生によって要素の積分精度が低下するた

め，変形の大きさによりリメッシングが必要となり，この処理に伴う計算コストの増大や

物理量の再分配による解析精度の低下などの問題がある． 

このような静力学的な解析を用いる場合の課題として，地殻変動と地震動の重畳の影響お

よび断層の破壊進展過程での周辺への影響の評価が挙げられる．この課題解決に向けて動

的解析である断層の動力学的破壊シミュレーションの適用が考えられる．本手法は主に強

震動の予測・評価などの地震動シミュレーション手法として開発・発展してきた方法であ

る．地震動に加えて，近接する断層間での破壊の乗り移りの検討にも用いられている．深

度依存の初期応力，不均一な周辺岩盤，縦ずれ・横ずれ断層が共存する断層配置での破壊

の乗り移り等の複雑な解析条件にも適用されている． 

 

(3) 粒子法（断層変位評価小委員会研究報告書 1）より抜粋） 

流体解析で萌芽した粒子法を，地盤の大変形問題に適用する検討が近年盛んに行われてい

る．地盤材料を，円や球または多角形の集合体で表す個別要素法（DEM）も粒子法の一種

とする考え方もある．DEM は，通常，接触する要素間のみ相互作用を考慮する二体間の物

理を基本とし，イメージ的には実際に岩塊や砂粒子そのものをモデル化する手法であるが，

SPH，MPS，MPM 等の粒子法はある影響範囲にある要素すべてに対して相互作用を考慮す

ることにより，基本的には連続体をモデル化する手法である． 

粒子法によれば，地盤モデルの作成等の作業は FEM に比べて容易であり，並列計算に向

いていることから計算時間の節約も可能である．SPH 等の粒子法は連続体解析であり，弾

性体の挙動は，精度が若干落ちるものの理論解や FEM と同程度の解を得ることができる．

また，種々の力学構成モデルを取り込むことが可能である．しかし，粒子法は現在のとこ

ろ一般にはなじみがないので，単純なモデルの動的計算や FEM 解析との比較や，実験結果

との比較等の妥当性の検証が求められる． 
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表 3-2-1 断層変位による地表変動量評価手法（静的） 

項目 食い違い変位による評価法（岡田による

方法） 

静的な強制変位を直接入力する方法 

概要 ・三次元の弾性理論解析 

半無限弾性体中の断層変位から，地表並

びに任意の深さの変位を食い違い弾性

論で算 

・地盤モデル解析境界に食い違い弾性論

で求めた変位分布を強制変位として直

接入力 

初期 

条件 

 

・正断層，逆断層，横ずれ断層を対象 

・地中地震断層の断層パラメータ 

断層長さ，断層幅，断層深さ，断層の

走向と傾斜，断層のすべり角，すべり

量等 

・地盤構造モデル 

一層均質地盤，二層不均質モデル 

・正断層，逆断層，横ずれ断層を対象 

・地中地震断層の断層パラメータ 

断層長さ，断層幅，断層深さ，断層の

走向と傾斜，断層のすべり角，すべり

量等 

・地中地震断層あるいは破砕面ににも変

位量を直接入力 

・地盤構造モデル 

複雑な構造を有する不均質地盤も対

象．特に破砕帯・シーム等の弱面もモ

デル化が可能 

解析 

条件 

・地盤の力学モデル 

弾性モデル（密度，ポアソン比，P 波

速度，S 波速度） 

・地盤の力学モデル 

線形・非線形モデル 

・数値解析法 

二次元，三次元解析 

連続体解析（差分法，境界要素法，FEM

等） 

不連続解析（FEM，DEM，DDA，SPH

等） 

課題 

問題点 

・地盤内応力の影響を考慮できない 

・複雑な地盤構造や物性値の影響を考慮

できない 

・入力条件となる強制変位量の設定が解

析結果を左右する 

・地盤内応力の設定方法の統一的方法が

必要特に深部での広域応力場の把握が

重要 

・不連続解析の場合要素分割の寸法が解

析結果に影響 

・模型実験レベルの解析手法の妥当性は

検証されているが，実データの検証結果

が少ない 
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表 3-2-2 断層変位による地表変動量評価手法（動的） 

項目 加速度，速度，変位の時刻歴波形入

力による方法 

応力降下量の入力による方法 

概要 ・地盤内モデルにある断層または破

砕面に加速度，速度，変位を直接時

刻歴に入力 

・地中地震断層の応力降下量，すべり速度関

数を入力 

初期 

条件 

 

・正断層，逆断層，横ずれ断層を対

象 

・地中地震断層の断層パラメータ 

断層長さ，断層幅，断層深さ，断

層の走向と傾斜，断層のすべり

角，すべり量等 

・地盤構造モデル 

複雑な構造を有する不均質地盤

を対象．破砕帯・シーム等の弱面

もモデル化が可能 

・正断層，逆断層，横ずれ断層を対象 

・地中地震断層の断層パラメータ 

断層長さ，断層幅，断層深さ，断層の走向

と傾斜，断層のすべり角，すべり量等 

・地盤構造モデル 

副断層を含む単純な構造な均質地盤を対

象 

解析 

条件 

・地盤の力学モデル 

線形・非線形モデル 

・数値解析法 

二次元，三次元解析 

連続体解析（差分法，境界要素法，

FEM 等） 

不連続解析（FEM，DEM，DDA，

SPH 等） 

・地盤の力学モデル 

線形・非線形モデル 

・数値解析法 

二次元，三次元解析 

連続体解析（差分法，境界要素法，FEM 等） 

不連続解析（FEM，DEM，DDA，SPH 等） 

課題 

問題点 

・入力条件となる強制変位量の設定

が解析結果を左右する 

・地盤内応力の設定方法の統一的方

法が必要特に深部での広域応力場

の把握が重要 

・地盤の非線形力学特性の把握が重

要 

・解析の演算時間が大．特に要素分

割，波数分割に依存 

・模型実験レベルの解析手法の妥当

性は検証されているが，実データの

検証結果が少ない 

・震源断層の応力降下量，すべり弱化則，広

域応力場等の設定が重要 

・地盤内応力の設定方法の統一的方法が必要

特に深部での広域応力場の把握が重要 

・解析の演算時間が大．特に要素分割，波数

分割に依存 

・模型実験レベルの解析手法の妥当性は検証

されているが，実データの検証結果が少ない 

・既往の研究では，地震動の予測結果は観測

結果と整合する例は多いが，全般的な地盤変

位量はかなり大きくなる傾向にある 
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3.3 動的解析手法 

3.3.1 耐震設計上の動的解析の扱いについて 

以下の設計基準について耐震設計上の動的解析の扱いを整理した． 

①下水道施設の耐震対策指針と解説－2014 年版－，日本下水道協会 6)
 

②水道施設耐震工法指針・解説－2009 年版－，日本水道協会 7)
 

③道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編，平成 29 年 10 月，日本道路協会 8)
 

④鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計，平成 24 年 9 月，鉄道総合技術研究所 9)
 

 

①下水道施設の耐震計算法は，施設の構造形の分類毎に示されており，埋設管路につい

ては応答変位法を標準的な耐震計算法としている．また，耐震計算は静的解析を標準とす

るが，構造物の形状や設置状況により地震時の挙動が複雑となる場合や，地盤と構造物の

相互作用を適切に考慮する場合には，動的解析を用いることができるとされている． 

 

②水道施設の耐震計算法は，基本的には動的解析法を用いた設計によることを目指すも

のとする．ただし，動的解析を用いた水道施設の耐震設計が設計実務者の間で広く使われ

るまでには，なお技術の蓄積を要すると考えられる．これらを踏まえて，当面の間は，比

較的単純な構造物では静的解析による設計ができるものとする． 

埋設管路の耐震計算は地震動の動的な作用を考慮して行うものとする．ここでは地震動

による地盤変位を動的解析によって求め，その地盤変状の最大応答値を入力値として，応

答変位法を用いて管体発生応力歪み及び継手部の伸縮量等を算定することを原則とする． 

 

③平成 29 年道路橋示方書Ⅴ耐震設計編では，道路橋の耐震計算法は動的解析を用いるこ

とを標準としている． 

 

④鉄道構造物等設計標準・同解説では，設計地震動に対する応答値を算定するための解

析は，地盤と構造物の動的相互作用や非線形性を考慮して，構造物の動力学的特性を適切

に表現できる動的解析法によるものとする． 
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3.3.2 永久変位成分を含む地震動の計算手法について 

 大地震の際，震源付近では断層運動に伴う永久変位を含む地震動が生じる．1999 年台湾

集集地震や 2016 年熊本地震本震のように地表地震断層を伴う大地震では特にそれが著しい．

こうした場合に観測されるステップ状の変位波形（図 3-3-1）はフリングステップ 10)と呼ば

れることが多い． 

 フリングステップは，周期が短く振幅が大きい場合には，免震構造物などに多大な影響

を及ぼす恐れのあることが懸念されるようになってきており，特に建築の分野において，

構造物への影響が精力的に研究されている 11)．一方，ライフライン施設の多くを占める地

中構造物に対して，断層変位の影響が大きいのは当然としても，フリングステップによる

動的な効果がどの程度影響するかは不明な点が多い．しかしながら，近年では地中構造物

を対象として動的解析を行う事例も増えてきており，断層変位を受ける地中構造物の耐震

設計においても，動的な効果を見込んだ解析を適用する機会が今後は増えるのではないか

と考えられる．その際に設定する入力地震動は，次のような条件を満足する必要があると

考えられる． 

 ①フリングステップを含むものであること（フリングステップによる動的な効果を考慮

するため） 

 ②フリングステップの大きさは静的設計で考慮する断層変位と整合するものであること 

こうした条件を満足する地震動を設定するためには，強震動シミュレーション手法の選択

やパラメーターの設定に注意を払う必要がある． 

 現時点で一般に用いられている強震動シミュレーション手法は，フリングステップを考

慮できないものが多い．例えば，港湾の分野で広く照査用地震動の評価に用いられている

修正経験的グリーン関数法 12)は，兵庫県南部地震の神戸市内の地震動など，永久変位成分

が支配的でない場合の震源近傍地震動の計算おいて実績があるが，そのままではフリング

ステップを含む地震動を計算することができない． 

 

図 3-3-1 熊本地震本震の際に西原村小森で得られた強震記録を積分して得られた変位波形 
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永久変位成分を含む地震動を計算するための手法として代表的なものに離散化波数法 13)14)

がある．離散化波数法では，水平成層地盤の任意の位置にせん断食い違い型点震源を置い

た場合の波動場を計算することができる．その際，震源から放射される地震波を様々な周

波数と様々な波数を有する地震波の重ね合わせで表現する．波数の小さな地震波はテイク

オフ・アングル（進行方向と水平面のなす角）の大きい波に対応しており，波数の大きな

地震波はテイクオフ・アングルの小さい波に対応している．水平な地層境界に入射した地

震波は透過もしくは反射するが，このとき，地層境界が水平であれば地震波の波数は変化

しない性質があるため，水平成層地盤であるかぎり，地震波の透過と反射は周波数と波数

に対して独立に計算できる．そこで，周波数毎，波数毎に透過と反射の計算を行い，その

結果をすべての周波数と波数について重ね合わせることにより，任意の地点での変位や応

力が求まる．面的な広がりをもった震源に対する地震動は，点震源による地震動を多数重

ね合わせることで計算できる．このとき，永久変位成分を正確に含む地震動を求めるため

には，断層面上に十分に密に点震源を配置することが必要である． 

 永久変位成分を含む地震動を計算するための手法としては離散化波数法以外に波数積分

法 10)と薄層要素法 15)がある．これらは離散化波数法と同様に水平成層地盤を対象とした手

法である．一方，差分法や有限要素法のような数値計算手法によっても原理的には永久変

位成分を含む地震動は計算可能である．またこれらの手法は不整形な地盤にも適用できる

利点があることは良く知られている．ただし，これらの手法においては，ダブルカップル

を表現するために格子点や節点に集中荷重を作用させる必要があり，点震源間隔が十分に

小さいことに加え，格子点間隔や節点間隔が断層最短距離に対して十分に小さいことが正

確な計算のために必要である．差分法や有限要素法の適用にあたってはこれらの点に十分

に注意を払う必要があり，当面は，これらの手法により算定される永久変位を他の手法に

よるものと比較しながら用いることが適切であると考えられる． 

 

3.3.3 永久変位成分を含む地震動の計算事例 16)
 

従来から設計において考慮されているアスペリティの破壊に伴う強震動に加え，フリング

ステップも考慮できる複合型の震源モデルを用い，熊本地震本震を対象に強震動シミュレ

ーションを実施した事例を示す．複合型の震源モデルは，できるだけ簡便で利用しやすい

震源モデルとすることを念頭におき，測地学的データを説明するように設定された国土地

理院の震源モデル 17)を出発点とし，これに動的な情報を付与することで，フリングステッ

プを計算するための断層モデルとしている．そして，これにアスペリティの寄与を加える

ことで，複合型の震源モデル（図 3-3-2）を構築している．フリングステップの計算には離

散化波数法を用いている．図 3-3-3 に結果を示すように，フリングステップを含む変位波形

を精度良く計算することができている．1Hz もしくはそれより高周波側の強震動を計算する

ためにはアスペリティを考慮することが必要であるが，フリングステップに関しては，ハ

ンドリングの難しい不均質断層モデルを用いなくても，十分に実用的な計算が可能である． 
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図 3-3-2 2016 年熊本地震本震を対象とした複合型の震源モデル．黒の長方形は国土地理院

による震源断層モデル 17)の平面的な位置を示す（西から順に B，A1，A2）．赤の長

方形はアスペリティ位置を示す． 
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図 3-3-3 複合型の震源モデルによる変位波形の計算結果（黒が観測，緑が計算）（原点は気

象庁の発震時刻） 
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参考資料 

 

参考 1 SPH 法について 

断層の活動に伴い生じる断層周辺の地盤の変形は複雑であるため，従来の有限要素法で

は解析が困難となる現象を含んでいる．そのため，有限要素法や有限差分法に代わる数値

解析手法の適用が試みられている．ここでは，連続体と離散体の両者の性質を示す地盤材

料に対して，高い適用性を示すと考えられている SPH（Smoothed Particle Hydrodynamics）

法について紹介する． 

SPH 法は粒子法の一種として位置づけられている．粒子法では，連続体を粒子と呼ばれ

る単位に離散化し，各粒子について応力が評価される．その応力に由来する項を含む運動

方程式を積分することで，その連続体全体の運動を記述することができる．各粒子の応力

の評価では，影響半径と呼ばれる一定の距離内にある粒子との相互作用を考慮する．この

相互作用を計算するモデルの違いによって粒子法は分類される．SPH 法では，粒子同士の相

互作用はカーネル近似に基づき計算される．参図 1 に，剛基盤に逆断層運動を与えた際に

表層地盤に生じる撓曲を SPH 法により計算した例を示す．今後，文献等で示された既往の

実験と比較するなどして，この問題に対する SPH 法の適用性を検証していくことが求めら

れる． 

 

 

 

 

 

 

 

参図 1 SPH 法による逆断層により撓曲を受ける砂地盤の変形解析の例 
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参考 2  分岐断層及び副断層の考え方 

1）概要 

強震動に対する耐震設計では地震動の予測評価が重要な課題であり，従来の活断層研究

では，地震の発生予知を主眼にして，地震を発生する活断層が重要視されてきた． 

一方，断層変位に対する設計では，主断層，分岐断層，副断層の区分にかかわらず，ま

た，地震動を発生するか否かにかかわらず，変位を生じる断層は設計において考慮すべき

重要な断層となる．上述のように，これまでの活断層研究では，地震を発生する活断層（主

断層：震源断層）が重要な研究対象とされ，主断層に関しては出現位置，確実度，活動度

等の調査研究結果が多く公表されている．しかし，副断層，分岐断層に関しては，調査研

究結果が少なく，断層の出現位置や変位量等についての情報が分からないことが多いので

はないかと思われる． 

 

2）出現位置等の推定方法 

これまでの研究で副断層，分岐断層として判明されている断層については，これまでの

調査研究成果を活用することが可能であるが，出現位置や予測変位量が不明な断層につい

ては，それらの推定方法の開発が必要になる．試みとしては，①地形学/地質学的なアプロ

ーチ，②数値解析的なアプローチ，③構造物への影響に着目したアプローチ等の方法が考

えられるが，今後の研究開発が必要な課題であると考えられる． 

 

① 地形学/地質学的なアプローチ 

・活断層ではないが断層として認定されている断層の情報（形態，位置，変位量等）を 

活用する方法 

・確実度の低い活断層の情報を活用する方法（既存の活断層研究の成果の活用） 

・評価対象地域のリニアメントの情報を活用する方法（既存の地形学/地質学の知見の活

用） 

・評価対象地域の地形図からリニアメント（線状構造）を読み取り活用する方法 

 

② 数値解析的なアプローチ（三次元解析技術を活用した推定法） 

・評価対象地域を有限要素でモデル化し，三次元静的解析を活用して推定する方法 

・例えば，広域地盤を FEM でモデル化し，GPS 等で明らかとなっている地表の変位挙動

を再現した上で，変位を累積的に作用させて時間経過に伴う断層の発生，出現位置等

を推定する方法（アイデア段階であり，研究開発が必要） 
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③ 構造物への影響に着目して設定する工学的アプローチ（逆解析的アプローチ） 

・評価対象構造物にとって最悪の影響を及ぼす位置に断層の出現位置を設置する方法 

・構造物に対する影響を評価し，出現位置を逆解析的に推定する工学的アプローチ 

・評価対象構造物に許容される断層変位量を評価し，それを断層変位量として設定する

方法 

・構造物に対する影響を評価し，断層変位量を逆解析的に設定する工学的アプローチ 

 

3）課題 

過去の地震で既に動いた副断層，分岐断層については，分布位置等を知ることが可能と

考えられるが，これから発生する地震で動く断層については，事前の予知が難しい．また，

内陸部の丘陵部や山岳部では断層の露頭を知ることができるが，内陸の盆地や大都市域の

平野部等で堆積地盤に覆われている場合には地下に断層が存在していてもその存在を知る

ことが難しい．断層変位に対する構造物の健全性，安全性を考える場合は，主断層も副断

層も分岐断層も重要な要素であり，分布位置や変位量をどのように想定するか，創意・工

夫が必要な課題であると考えられる． 

 


